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1. 調査概要 

(1) 調査目的 

次期出雲市中小企業・小規模企業振興計画の策定に向けた、市内の中小・小規模企業の状況・課題

等の把握及び分析 

(2) 調査対象 

市内の中小・小規模企業：6,288事業所（令和 3年経済センサスより） 

(3) 調査基準日 

令和 4年 4月 1日 

※前回調査基準日：平成 30年 10月 1日 

(4) 調査票の配布・回収方法 

① 商工会議所・商工会の会員企業、及び「出雲市中小企業等緊急支援給付金」の受給者（5,078

事業所） 

郵送により調査票を配布し、回答は郵送返信又はWebアンケートフォームへの入力による 

② ①以外の企業 

出雲市及び商工団体のホームページや SNS等で周知し、Webアンケートフォームで回答 

(5) 回答数 

1,819事業所（うち、Webアンケートフォームによる回答数：375事業所） 

※前回調査時回答数：1,274事業所（うち、Webアンケートフォームによる回答数：126事業所） 

※各集計結果について、小数第二位を四捨五入しているため、合計が 100.0%にならないことがある。 

※下のグラフは業種を問う設問の有効票 1,806事業所の分類結果 
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(6) 調査票 

① 調査依頼書 
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② 調査票 
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2. 主な調査結果と分析 

(1) 事業所の概要について 

① 単独・本所・支所の別 

⚫ 「単独事務所」が 84.0%を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 組織形態 

⚫ 「法人企業」が 52.5%、「個人企業」が 47.2%を占めている。 

⚫ 平成 30年度と比較して、個人企業の割合が 11.8ポイント増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 業歴 

⚫ 平成 30年度と令和 4年度の業歴を比較すると、40年未満の業歴の事業所が 11.1ポイント増加し、

約６割を占める。 

⚫ 60年以上の業歴の事業所は 10.2ポイント減少し、14.5%となっている。 
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④ 資本金（法人企業のみ） 

⚫ 「1千万円～5千万円未満」が 32.6%で最も多く、以下、「300万円～500万円未満」（28.2%）、

「500万円～1千万円未満」（16.8%）となっている。 

⚫ 平成 30年度と比較して、資本金が 500万円未満の事業所割合が 5.4ポイント増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 事業の種類 

⚫ 「小売業」が 19.7%で最も多く、以下、「建設業」（19.1%）、「製造業」（11.9%）、「宿泊業、

飲食サービス業」（11.5%）、「生活関連サービス業、娯楽業」（9.0%）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 事業所の生産・受注・販売等の形態 

⚫ 「ほぼ元請け、又はほぼ消費者への直売」が 68.1%で最も多く、以下、「一部元請け、又は一部直

売あり」（18.9%）、「下請けのみ」（13.0%）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「その他」はH30年度のみ 
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(2) 経営状況について 

① 売上高・営業利益（直近の決算期とその２年前の決算期との比較） 

⚫ 売上高と営業利益のどちらも、「増加」が 1割強、「減少」が 5割強を占めている。 

⚫ 前回調査と比較すると、売上高と営業利益のどちらも「増加」の占める割合が低下し、「減少」の

割合が売上高では 14.7ポイント、営業利益では 13.7ポイント上昇している。 
 

＜今回調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

＜前回調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

② 売上高・営業利益のDI値*と、事業の種類とのクロス集計 

⚫ 売上高と利益のどちらも「情報通信業」と「金融業、保険業」を除きマイナスとなっており、特に

「宿泊業、飲食サービス業」が低くなっている。 

* DI値…増加（「20%超増加」及び「5%～20%増加」）から、減少（「5%～20%減少」及び「20%超減
少」）を引いたもので、DI値がプラスの場合には増加が減少を上回り、マイナスはその反対である。な
お、「横ばい」が反映されていない点に注意する必要がある。 
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3.9%

3.2%

21.0%

18.9%
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29.5%

24.6%

26.5%

17.6%

18.7%

3.1%

3.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

売上高

（n=1,241）

営業利益

（n=1,204）

大幅に増加 やや増加 横ばい やや減少 大幅に減少 新設

売上高の変化（％） 事業所数
20％超
増加

5％～20％
増加

横ばい
（±5％以内）

5％～20％
減少

20％超
減少

新設 DI値

全体 1,767 4.7% 10.8% 25.5% 24.2% 32.7% 2.0% -41.4

農業、林業、漁業 336 - 11.1% 33.3% 29.6% 25.9% - -44.4

建設業 239 5.4% 15.2% 30.7% 26.2% 21.7% 0.9% -27.4

製造業 52 4.2% 10.4% 26.4% 29.2% 29.2% 0.5% -43.9

電気・ガス・熱供給・水道業 429 10.7% 14.3% 28.6% 21.4% 25.0% - -21.4

情報通信業 699 12.5% 29.2% 29.2% 8.3% 20.8% - 12.5

運輸業、郵便業 27 - 17.9% 28.6% 21.4% 32.1% - -35.7

卸売業 336 8.2% 4.7% 27.1% 31.8% 28.2% - -47.1

小売業 212 3.2% 8.4% 18.0% 29.7% 38.1% 2.6% -56.1

金融業、保険業 28 - 23.1% 61.5% 7.7% 7.7% - 7.7

不動産業 24 6.4% 2.1% 55.3% 17.0% 17.0% 2.1% -25.5

学術研究、専門・技術サービス業 28 8.4% 12.1% 37.4% 15.9% 22.4% 3.7% -17.8

宿泊業、飲食サービス業 85 1.5% 5.0% 7.5% 14.6% 66.3% 5.0% -74.4

生活関連サービス業、娯楽業 344 0.6% 13.7% 20.5% 30.4% 32.3% 2.5% -48.4

教育、学習支援業 13 3.7% 14.8% 33.3% 3.7% 37.0% 7.4% -22.2

医療、福祉 47 11.1% 9.5% 34.9% 22.2% 19.0% 3.2% -20.6

その他サービス業 107 14.8% 13.0% 29.6% 14.8% 27.8% - -14.8
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営業利益の変化（％） 事業所数
20％超
増加

5％～20％
増加

横ばい
（±5％以内）

5％～20％
減少

20％超
減少

新設 DI値

全体 1,749 6.7% 8.6% 24.0% 23.2% 35.7% 1.8% -43.6

農業、林業、漁業 26 - 7.7% 26.9% 38.5% 26.9% - -57.7

建設業 330 8.8% 10.0% 30.3% 23.0% 27.0% 0.9% -31.2

製造業 208 6.7% 8.2% 23.6% 24.5% 36.5% 0.5% -46.2

電気・ガス・熱供給・水道業 28 10.7% 10.7% 25.0% 28.6% 25.0% - -32.1

情報通信業 23 26.1% 21.7% 21.7% 17.4% 13.0% - 17.4

運輸業、郵便業 28 7.1% 10.7% 25.0% 25.0% 32.1% - -39.3

卸売業 84 10.7% 6.0% 25.0% 25.0% 33.3% - -41.7

小売業 343 6.1% 6.7% 20.1% 27.7% 37.0% 2.3% -51.9

金融業、保険業 13 - 23.1% 53.8% 7.7% 15.4% - 0.0

不動産業 46 4.3% - 50.0% 19.6% 23.9% 2.2% -39.1

学術研究、専門・技術サービス業 105 6.7% 16.2% 29.5% 12.4% 31.4% 3.8% -21.0

宿泊業、飲食サービス業 203 2.5% 3.4% 6.9% 15.8% 67.5% 3.9% -77.3

生活関連サービス業、娯楽業 159 1.9% 10.1% 22.6% 32.1% 30.8% 2.5% -50.9

教育、学習支援業 28 3.6% 10.7% 28.6% 10.7% 39.3% 7.1% -35.7

医療、福祉 61 13.1% 6.6% 27.9% 24.6% 26.2% 1.6% -31.1

その他サービス業 54 11.1% 16.7% 31.5% 14.8% 25.9% - -13.0

業種別に見ると、「売上高の変化の DI 値」が低い業種ほど「コロナ禍で受注・売上が減少・

低下と回答した割合」が高いことが分かる。つまり、売上高の減少要因の一つがコロナ禍の

影響であると考えている事業者が多い。 

また、売上高の減少が営業利益の悪化に直結している。 
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③ 現在の人手の過不足感 

⚫ 「どちらともいえない」が 67.7%を占めている一方で、「不足」が 30.7%にのぼっている。 

 

 

 

 

 

 

④ 現在の人手の過不足感と、事業の種類とのクロス集計 

⚫ 情報通信業、建設業、運輸業・郵便業において「不足」と回答した事業所の割合が高くなってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 市内事業所における人材募集、採用状況 

⚫ 昨年度と比較して、特に今年度は正社員・正職員の中途採用及びパート・アルバイトの採用募集枠

が減少している。 

⚫ それ以上に、同カテゴリの採用人数が減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1.6%

67.7% 30.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=1,758

過剰 どちらともいえない 不足

現在の人手の過不足感（％） 事業所数 過剰
どちらとも
いえない

不足

全体 1,758 1.6% 67.7% 30.7%

農業、林業、漁業 28 - 60.7% 39.3%

建設業 337 1.2% 51.0% 47.8%

製造業 210 1.9% 61.0% 37.1%

電気・ガス・熱供給・水道業 28 - 57.1% 42.9%

情報通信業 24 - 50.0% 50.0%

運輸業、郵便業 28 - 53.6% 46.4%

卸売業 85 3.5% 75.3% 21.2%

小売業 340 1.5% 80.9% 17.6%

金融業、保険業 13 - 84.6% 15.4%

不動産業 45 - 88.9% 11.1%

学術研究、専門・技術サービス業 111 0.9% 72.1% 27.0%

宿泊業、飲食サービス業 203 2.0% 70.9% 27.1%

生活関連サービス業、娯楽業 147 2.0% 73.5% 24.5%

教育、学習支援業 29 3.4% 72.4% 24.1%

医療、福祉 64 1.6% 68.8% 29.7%

その他サービス業 55 3.6% 65.5% 30.9%

人数合計 回答件数 平均 人数合計 回答件数 平均

(人) (事業所) (人/事業所) (人) (事業所) (人/事業所)

高校卒 289 124 2.33 92 107 0.86

大学・専門卒 226 104 2.17 86 88 0.98

577 253 2.28 140 199 0.70

371 152 2.44 138 129 1.07

高校卒 286 129 2.22 110 123 0.89

大学・専門卒 205 96 2.14 93 94 0.99

751 281 2.67 485 272 1.78

594 189 3.14 472 181 2.61

③パート・アルバイトの採用

募集 採用

区分

昨年度

（令和3年4月-

令和4年3月入社）

今年度

（令和4年4月-

令和5年3月入社）

①正社員・正職員の新卒採用

①正社員・正職員の新卒採用

②正社員・正職員の中途採用

③パート・アルバイトの採用

②正社員・正職員の中途採用
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⑥ 「人材定着のために今後取り組みたいこと」と、事業の種類とのクロス集計 

⚫ すべての業種で賃金の向上の回答が多く挙げられているが、それ以外の項目について、業種ごとの

特徴が見て取れる。特に、人材不足の回答が多い業種について上位３項目を表中の赤で示す。 
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タ
ー

制
度
の
充
実

職
場
環
境
の
美
化
・
安
全
性
の
確
保

技
術
や
ノ
ウ
ハ
ウ
の
見
え
る
化

労
働
時
間
の
見
直
し

子
育
て
支
援
策
の
充
実

（
育
児
休
業
等

）

休
暇
制
度
の
充
実
・
徹
底

（
週
休
2
日

、
長
期
休
暇

、
介
護
休
暇
等

）

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
対
策

（
セ
ク
ハ
ラ

、
パ
ワ
ハ
ラ

、
マ
タ
ハ
ラ
等

）

サ
ー

ク
ル
活
動
・
社
員
旅
行
等
の

企
画
・
実
施

退
職
金
制
度
へ
の
加
入

福
利
厚
生
の
充
実

そ
の
他

全体 1,121 64.5% 18.4% 22.2% 12.3% 3.1% 11.9% 9.8% 14.9% 10.3% 18.1% 13.6% 21.1% 10.9% 22.0% 8.8% 3.7% 7.9% 20.7% 2.0%

農業、林業、漁業 23 60.9% 4.3% 8.7% 8.7% - 17.4% 8.7% 17.4% - 13.0% 21.7% 13.0% - 8.7% 4.3% 4.3% 17.4% 17.4% 4.3%

建設業 255 69.0% 18.0% 20.4% 10.6% 2.7% 7.5% 7.8% 13.7% 6.3% 20.4% 11.8% 20.4% 11.0% 29.4% 7.8% 5.1% 6.7% 22.0% 1.6%

製造業 155 71.6% 19.4% 22.6% 20.6% 4.5% 8.4% 16.1% 14.8% 14.8% 32.9% 21.3% 21.3% 9.7% 19.4% 12.9% 2.6% 5.2% 23.2% 1.9%

電気・ガス・熱供給・水道業 21 66.7% 23.8% 14.3% - - - 9.5% 9.5% 4.8% 14.3% 14.3% 14.3% 4.8% 19.0% - - 4.8% 19.0% -

情報通信業 16 56.3% 18.8% 18.8% 37.5% 12.5% 18.8% 18.8% 31.3% 37.5% 6.3% 18.8% 12.5% 25.0% 18.8% 6.3% 18.8% 6.3% 25.0% 6.3%

運輸業、郵便業 25 80.0% 4.0% 12.0% - - 8.0% 8.0% 20.0% - 24.0% 8.0% 16.0% - 12.0% 12.0% - 8.0% 24.0% -

卸売業 55 52.7% 23.6% 32.7% 10.9% - 10.9% 14.5% 23.6% 18.2% 25.5% 5.5% 27.3% 9.1% 23.6% 9.1% 1.8% 5.5% 29.1% -

小売業 165 59.4% 23.0% 25.5% 14.5% 0.6% 14.5% 9.1% 13.9% 12.1% 16.4% 12.1% 25.5% 15.2% 23.6% 8.5% 3.0% 7.9% 18.2% 2.4%

金融業、保険業 11 63.6% 18.2% 9.1% 9.1% 9.1% - 18.2% 18.2% 27.3% - 9.1% - 9.1% 36.4% - - 9.1% 18.2% 9.1%

不動産業 22 68.2% 9.1% 22.7% 4.5% - 18.2% 4.5% 22.7% - 22.7% 4.5% 22.7% 13.6% 31.8% 18.2% 4.5% 4.5% 18.2% -

学術研究、専門・技術サービス業 65 58.5% 9.2% 20.0% 10.8% 20.0% 6.2% 4.6% 18.5% 12.3% 12.3% 27.7% 15.4% 4.6% 13.8% 7.7% 1.5% 10.8% 20.0% 3.1%

宿泊業、飲食サービス業 115 68.7% 20.9% 27.0% 11.3% 0.9% 20.9% 4.3% 5.2% 4.3% 8.7% 9.6% 21.7% 7.8% 13.0% 3.5% 3.5% 7.0% 13.0% 0.9%

生活関連サービス業、娯楽業 90 54.4% 17.8% 23.3% 8.9% 1.1% 20.0% 13.3% 18.9% 14.4% 14.4% 17.8% 27.8% 18.9% 24.4% 10.0% 3.3% 7.8% 18.9% 1.1%

教育、学習支援業 18 55.6% 16.7% 11.1% - 5.6% 22.2% 11.1% 11.1% - 11.1% 5.6% 16.7% 11.1% 16.7% 16.7% - 16.7% 16.7% 5.6%

医療、福祉 43 74.4% 18.6% 14.0% 9.3% 2.3% 14.0% 11.6% 23.3% 16.3% 9.3% 2.3% 18.6% 16.3% 20.9% 18.6% 4.7% 11.6% 18.6% 7.0%

その他サービス業 36 58.3% 22.2% 27.8% 19.4% - 5.6% 8.3% 8.3% 8.3% 11.1% 8.3% 11.1% 5.6% 13.9% 5.6% 8.3% 19.4% 38.9% -

賃金の向上が全体の課題として挙げられる中で、人材不足の回答が特に多かった３業種に

ついて、人材定着に向けて感じる課題はそれぞれ異なる特徴がある。 

建設業については社内制度改善、情報通信業については社員の教育・評価制度改善、運

輸業・郵便業については職場環境改善が人材定着に繋がると考えられている。 

裏を返せば、市内事業所について各業種の抱える課題がそのまま表れていると言える。 
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⑦ 事業所における現在の経営上の問題点 

⚫ 「仕入単価の上昇」が 40.1%で最も多く、以下、「需要の停滞」（24.7%）、「同業他社との競争激

化」（23.2%）、「取引先の減少」（20.8%）、「設備の老朽化」（20.5%）となっている。 

⚫ 前回調査と比較すると、「仕入単価の上昇」や「需要の停滞」を挙げる事業所の割合が上昇し、

「同業他社との競争激化」や「従業員の不足」を挙げる事業所の割合が低下している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜前回調査と今回調査の上位 5項目の比較＞ 

割合が高い順 前回 今回 

1 同業他社との競争激化（33.3%） 仕入単価の上昇（40.1%） 

2 従業員の不足（28.2%） 需要の停滞（24.7%） 

3 需要の停滞（19.6%） 同業他社との競争激化（23.2%） 

4 仕入単価の上昇（19.6%） 取引先の減少（20.8%） 

5 設備の老朽化（18.5%） 設備の老朽化（20.5%） 

 

19.6%

19.6%

33.3%

18.4%

18.5%

28.2%

16.5%

12.5%

11.9%

10.5%

14.1%

10.8%

6.1%

8.5%

8.9%

3.8%

8.4%

1.0%

3.8%

40.1%

24.7%

23.2%

20.8%

20.5%

20.3%

14.8%

13.7%

11.2%

10.4%

9.3%

8.6%

6.3%

6.2%

5.2%

4.0%

3.9%

1.0%

5.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

仕入単価の上昇

需要の停滞

同業他社との競争激化

取引先の減少

設備の老朽化

従業員の不足

販路の確保

事業承継・後継者の確保

人件費の増加

税負担の増加

販売単価の下落

熟練技術者の確保難

管理費等の増加

業務効率の悪さ

社員教育

事業資金の借入難

異業種・他社の参入

製品サービス力の低下

その他

H30年度

（n=1,171）

R4年度

（n=1,734）

※複数回答
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農業、林業、漁業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供

給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業

小売業

金融業、保険業

不動産業

学術研究、専門・技

術サービス業

宿泊業、飲食サービス

業

生活関連サービス

業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

その他サービス業
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経営状況 売上高の変化 DI値

⑧ 「事業所における現在の経営上の問題点」と事業の種類とのクロス集計 

⚫ 各業種について、それぞれ特徴がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※赤：事業の種類ごとで最も多い項目、緑：特筆項目 

 

⑨ 業種ごとの経営状況 売上高と営業利益の各変化に対するDI値(P13,P14)の相関と、主な経営

上の問題点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「仕入単価の上昇」は幅広い業種に影響を及ぼしており、営業利益の変化に関する DI 値は

いずれも低い値である。 

また、加えて「需要の停滞」を主な経営上の問題点として挙げている業種は、売上高に深刻

な打撃を与えており、「仕入単価の上昇」と併せて挙げている業種は特に営業利益への影響

が大きい。 

主な経営上の問題点 

●：仕入単価の上昇 

●：需要の停滞 

(特に●は上記両方) 

●：同業他社との競争激化 

●：従業員の不足 

経営上の問題点（％）
n

（
複
数
回
答

）

仕
入
単
価
の
上
昇

需
要
の
停
滞

同
業
他
社
と
の
競
争
激
化

取
引
先
の
減
少

設
備
の
老
朽
化

従
業
員
の
不
足

販
路
の
確
保

事
業
承
継
・
後
継
者
の
確
保

人
件
費
の
増
加

税
負
担
の
増
加

販
売
単
価
の
下
落

熟
練
技
術
者
の
確
保
難

管
理
費
等
の
増
加

業
務
効
率
の
悪
さ

社
員
教
育

事
業
資
金
の
借
入
難

異
業
種
・
他
社
の
参
入

製
品
サ
ー

ビ
ス
力
の
低
下

そ
の
他

全体 1,734 40.1% 24.7% 23.2% 20.8% 20.5% 20.3% 14.8% 13.7% 11.2% 10.4% 9.3% 8.6% 6.3% 6.2% 5.2% 4.0% 3.9% 1.0% 5.7%

農業、林業、漁業 26 38.5% 15.4% - 23.1% 26.9% 19.2% 23.1% 23.1% 15.4% 3.8% 15.4% 7.7% 15.4% 15.4% 7.7% 7.7% - - 7.7%

建設業 331 52.6% 11.5% 23.9% 16.3% 10.9% 34.4% 9.7% 11.8% 13.6% 13.9% 7.9% 18.4% 4.8% 6.3% 5.4% 3.0% 3.0% - 2.1%

製造業 209 59.3% 23.0% 18.7% 16.7% 33.5% 21.5% 14.4% 15.8% 11.0% 2.9% 7.7% 11.0% 3.8% 5.7% 6.7% 3.3% 2.4% 0.5% 6.2%

電気・ガス・熱供給・水道業 29 62.1% 17.2% 6.9% 31.0% 10.3% 27.6% 6.9% 20.7% 13.8% 13.8% 17.2% 10.3% 3.4% 6.9% 6.9% 3.4% 3.4% - 10.3%

情報通信業 23 4.3% 17.4% 13.0% 34.8% 4.3% 39.1% 21.7% 8.7% 17.4% 34.8% 8.7% 21.7% 4.3% 4.3% 17.4% - 4.3% 4.3% 4.3%

運輸業、郵便業 28 14.3% 14.3% 25.0% 25.0% 21.4% 39.3% 3.6% 14.3% 17.9% 3.6% 3.6% - - 3.6% - 3.6% - - 10.7%

卸売業 87 48.3% 25.3% 27.6% 41.4% 12.6% 14.9% 23.0% 13.8% 3.4% 5.7% 14.9% 2.3% 8.0% 6.9% 3.4% 2.3% 2.3% 1.1% 2.3%

小売業 344 36.3% 34.0% 27.9% 31.1% 18.6% 10.8% 26.2% 12.5% 6.4% 9.6% 15.1% 5.2% 5.5% 6.7% 3.5% 4.1% 6.1% 1.5% 4.4%

金融業、保険業 13 7.7% 15.4% 46.2% 23.1% 7.7% 7.7% 15.4% 30.8% - 23.1% - - 23.1% 7.7% 30.8% - - - 7.7%

不動産業 43 9.3% 20.9% 39.5% 14.0% 37.2% 4.7% 9.3% 7.0% 4.7% 16.3% - 2.3% 11.6% 7.0% 4.7% - 9.3% - 7.0%

学術研究、専門・技術サービス業 102 15.7% 19.6% 32.4% 20.6% 12.7% 15.7% 14.7% 14.7% 10.8% 9.8% 4.9% 10.8% 6.9% 8.8% 9.8% 2.9% 3.9% 1.0% 4.9%

宿泊業、飲食サービス業 198 61.1% 39.9% 9.1% 4.5% 28.8% 19.2% 8.1% 9.1% 13.6% 9.1% 9.1% 2.0% 4.0% 5.1% 2.5% 7.6% 2.5% 0.5% 11.6%

生活関連サービス業、娯楽業 147 19.0% 31.3% 29.3% 19.0% 25.9% 13.6% 12.2% 21.8% 7.5% 10.2% 6.8% 7.5% 9.5% 4.8% 3.4% 5.4% 6.1% 2.7% 6.1%

教育、学習支援業 28 7.1% 25.0% 35.7% 10.7% 32.1% 10.7% 10.7% 14.3% 17.9% 10.7% 3.6% - 7.1% 7.1% 3.6% - 3.6% 3.6% 10.7%

医療、福祉 61 8.2% 16.4% 18.0% 11.5% 19.7% 26.2% 11.5% 9.8% 26.2% 11.5% 8.2% - 16.4% 3.3% 8.2% 8.2% 1.6% 3.3% 11.5%

その他サービス業 55 29.1% 21.8% 25.5% 32.7% 20.0% 21.8% 9.1% 18.2% 18.2% 20.0% 7.3% 10.9% 7.3% 7.3% 5.5% 3.6% 5.5% 1.8% 1.8%
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⑩ 経営指針・経営計画策定の有無 

⚫ 事業進捗状況の点検を行っている事業所は 6割を超える。 

⚫ BCP策定率は 12.3％にとどまっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑪ 「経営指針・経営計画策定の有無」と組織形態、正社員数とのクロス集計 

⚫ どの経営指針・経営計画についても、個人企業と比較して法人企業の実施割合が高い。 

⚫ 正社員数の多い事業所ほど実施割合が高い傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

25.9%

44.4%

31.9%

64.5%

42.0%

12.3%

74.1%

55.6%

68.1%

35.5%

58.0%

87.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①経営理念の外部発信を

行っていますか

（n=1,726）

②中長期の経営方針は

お持ちですか

（n=1,723）

③経営計画を毎年作成

していますか

（n=1,720）

④月次で事業進捗状況の

点検をしていますか

（n=1,728）

⑤経営に関する勉強会が

あれば参加したいですか

（n=1,691）

⑥事業継続計画（BCP）を

作成していますか

（n=1,699）

はい いいえ

事業所数
経営理念の外部
発信を行っている

中長期の経営
方針を持っている

経営計画を毎年
作成している

月次で事業
進捗状況の
点検をしている

経営に関する
勉強会があれば
参加したい

事業継続計画
（BCP）を作成して

いる

1,767 25.3% 43.3% 31.0% 63.0% 40.2% 11.8%

個人企業 804 16.7% 29.4% 13.9% 49.0% 29.7% 5.5%

法人企業 925 32.6% 55.2% 45.8% 75.2% 49.1% 17.1%

1人以下 368 16.8% 32.1% 18.5% 53.5% 27.7% 5.7%

2人 213 20.2% 42.7% 30.0% 60.6% 34.7% 6.6%

3～5人 300 19.3% 42.3% 26.3% 65.7% 38.3% 11.7%

6～10人 198 25.8% 53.5% 43.4% 74.2% 54.5% 11.6%

11～20人 145 42.8% 65.5% 49.0% 80.7% 54.5% 20.0%

21～50人 120 49.2% 67.5% 75.8% 85.8% 64.2% 30.8%

51人以上 52 80.8% 76.9% 75.0% 90.4% 73.1% 50.0%

正
社
員
数

経営指針・
経営計画（％）

全体

組織
形態
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⑫ 「経営指針・経営計画策定の有無」と事業の種類とのクロス集計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

他の経営指標と比較して、BCPの策定割合は特に低いことが分かる。 

特に、個人企業で、正社員数の少ない事業所が低く、事業の種類別に見ると「学術研究、

専門・技術サービス業」や「不動産業」、「建設業」が低い。策定にあたり何らかの課題がある

と考えられる。 

人材・知識・ノウハウ不足の解消、意識啓発などの取組が必要である。 

経営指針・経営計画（％） 事業所数
経営理念の外部
発信を行っている

中長期の経営
方針を持っている

経営計画を毎年
作成している

月次で事業
進捗状況の
点検をしている

経営に関する
勉強会があれば
参加したい

事業継続計画
（BCP）を作成し

ている

全体 1,767 25.3% 43.3% 31.0% 63.0% 40.2% 11.8%

農業、林業、漁業 28 28.6% 60.7% 53.6% 39.3% 42.9% 10.7%

建設業 339 20.9% 42.8% 28.0% 62.2% 41.6% 8.8%

製造業 208 31.7% 50.5% 39.4% 69.2% 42.3% 15.9%

電気・ガス・熱供給・水道業 28 10.7% 32.1% 21.4% 53.6% 39.3% 14.3%

情報通信業 24 54.2% 66.7% 50.0% 70.8% 50.0% 29.2%

運輸業、郵便業 28 42.9% 50.0% 32.1% 75.0% 35.7% 14.3%

卸売業 86 23.3% 38.4% 43.0% 76.7% 43.0% 17.4%

小売業 337 22.8% 43.0% 32.3% 67.4% 35.9% 11.0%

金融業、保険業 14 64.3% 64.3% 64.3% 85.7% 50.0% 50.0%

不動産業 45 15.6% 48.9% 28.9% 48.9% 48.9% 6.7%

学術研究、専門・技術サービス業 111 25.2% 30.6% 15.3% 49.5% 38.7% 6.3%

宿泊業、飲食サービス業 203 20.7% 36.9% 22.2% 58.1% 39.9% 10.3%

生活関連サービス業、娯楽業 159 23.9% 42.1% 30.8% 60.4% 40.9% 9.4%

教育、学習支援業 28 46.4% 60.7% 39.3% 71.4% 50.0% 14.3%

医療、福祉 62 41.9% 53.2% 37.1% 66.1% 35.5% 17.7%

その他サービス業 55 21.8% 36.4% 23.6% 58.2% 38.2% 12.7%
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⑬ 今後強化したい点 

⚫ 「市場開拓・販路開拓」が 33.6%で最も多く、以下、「細やかな対応・サービス」（28.0%）、「安

定した資金繰り」（27.9%）、「人材の確保（正社員・正職員）」（27.3%）、「技術・精度・品質

の高さ」（23.1%）となっている。 

⚫ 前回調査と今回調査の上位 5項目を比較*すると、今回は「細やかな対応・サービス」や「技術・

精度・品質の高さ」が新たに上位 5項目に入る一方で、前回調査では最も割合が高かった「人材

（人材の確保）」は 4番目となっている。 

* 選択肢の数と項目名は完全には一致しない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜前回調査と今回調査の上位 5項目の比較＞ 

割合が高い順 前回 今回 

1 人材（38.6%） 市場開拓・販路開拓（33.6%） 

2 市場開拓・販路開拓（36.6%） 細やかな対応・サービス（28.0%） 

3 経営戦略・企画力（25.6%） 安定した資金繰り（27.9%） 

4 業務効率・作業効率（24.1%） 人材の確保（27.3%） 

5 安定した資金繰り（22.2%） 技術・精度・品質の高さ（23.1%） 

 

33.6%

28.0%

27.9%

27.3%

23.1%

22.5%

18.9%

18.3%

14.2%

10.8%

10.6%

9.1%

8.5%

8.3%

8.1%

7.1%

6.0%

5.3%

5.2%

4.7%

3.6%

2.9%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市場開拓・販路開拓

細やかな対応・サービス

安定した資金繰り

人材の確保（正社員・正職員）

技術・精度・品質の高さ

業務効率・作業効率

経営戦略・企画力

独自性

後継者づくり

知名度・ブランド

IT活用

商品価値向上の取り組み

教育・訓練

製品・サービス開発

事業の多角化

迅速さ・納期

省力化・自動化できる設備の導入

資金調達

資金、資産の運用

連携・ネットワーク

非常勤の専門人材登用

市内中小・小規模企業相互間の取引

その他

（n=1,687）

※複数回答
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⑭ 「今後強化したい点」と事業の種類とのクロス集計 

⚫ 「市場開拓・販路開拓」は、農林、林業、漁業、卸売業、金融業、保険業で高くなっている。 

⚫ 「細やかな対応・サービス」は、小売業、金融業、保険業、宿泊業、飲食サービス業、生活関連

サービス業、娯楽業で高くなっている。 

⚫ 「人材の確保（正社員・正職員）」は、建設業、情報通信業、運輸業、郵便業で高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「小売業」、「宿泊業、飲食サービス業」、「生活関連サービス業、娯楽業」： 

コロナ禍や仕入単価の上昇による影響を大きく受けた業種である。消費者のニーズの多様化

への対応策として、「細やかな対応・サービス」を強化し経営の立て直しを図りたい。 

 

「農業、林業、漁業」、「製造業」、「卸売業」、「不動産業」： 

仕入単価の上昇が営業利益を圧迫しているため、「市場開拓・販路開拓」に力を入れたい。 

 

「建設業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「運輸業、郵便業」「医療、福祉」： 

他業種と比較して売上、営業利益のDI値は悪くない。 

「従業員の不足」を課題として挙げる事業所割合が高いため、「人材の確保」に力を入れたい。 

 

（以下の業種は、コロナ禍や仕入単価の上昇について他業種と比較して影響が少ない） 

「情報通信業」： 

特に熟練技術者の人材が不足しており、「人材の確保」や「教育訓練」に力を入れたい。 

「金融業、保険業」： 

同業他社との競争が激しく、「市場開拓・販路開拓」に力を入れたい。 

「学術研究、専門・技術サービス業」： 

同業他社との競争が激しく、「技術・精度・品質の高さ」の向上で差別化を図りたい。 

「教育、学習支援業」： 

同業他社との競争が激しく、「経営戦略・企画力」に力を入れたい。 

「その他サービス業」： 

同業他社との競争が激しく、「業務効率・作業効率」の向上に力を入れたい。 

 

…各業種ごとの取り巻く環境により、今後強化したい点に違いが表れている。 

今後強化したいと
考えていること（％）

n

（
複
数
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勤
の
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材
登
用

市
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中
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・
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企
業

相
互
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の
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そ
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全体 1,687 33.6% 28.0% 27.9% 27.3% 23.1% 22.5% 18.9% 18.3% 14.2% 10.8% 10.6% 9.1% 8.5% 8.3% 8.1% 7.1% 6.0% 5.3% 5.2% 4.7% 3.6% 2.9% 2.5%

農業、林業、漁業 26 57.7% - 19.2% 23.1% 23.1% 26.9% 19.2% 15.4% 19.2% 3.8% 19.2% 11.5% 11.5% - 3.8% 3.8% 15.4% 7.7% - 3.8% - 3.8% 7.7%

建設業 320 29.4% 15.6% 34.1% 47.8% 25.0% 29.4% 22.5% 13.8% 14.7% 7.2% 7.8% 6.3% 8.1% 2.8% 7.8% 8.4% 5.0% 5.0% 5.3% 5.3% 5.6% 3.8% 1.9%

製造業 204 38.2% 10.3% 22.5% 30.9% 32.4% 30.4% 13.7% 9.3% 20.1% 7.4% 10.8% 13.2% 8.8% 16.2% 5.9% 10.8% 17.6% 3.4% 2.9% 2.9% - 4.9% 2.5%

電気・ガス・熱供給・水道業 28 25.0% 21.4% 28.6% 39.3% 28.6% 35.7% 17.9% 3.6% 17.9% 7.1% 7.1% 3.6% 10.7% 14.3% 7.1% 7.1% 7.1% 3.6% 7.1% 3.6% - 7.1% 3.6%

情報通信業 24 33.3% 12.5% 16.7% 45.8% 20.8% 4.2% 29.2% 16.7% - 12.5% 4.2% 4.2% 25.0% 29.2% 16.7% 8.3% 4.2% 12.5% - 4.2% - 8.3% -

運輸業、郵便業 27 37.0% 25.9% 37.0% 59.3% 14.8% 18.5% 18.5% 7.4% 18.5% 3.7% 14.8% - 11.1% - 11.1% 3.7% 3.7% - - 3.7% - - -

卸売業 82 59.8% 23.2% 26.8% 20.7% 12.2% 25.6% 11.0% 9.8% 15.9% 1.2% 12.2% 8.5% 9.8% 6.1% 11.0% 12.2% 2.4% 4.9% 4.9% 2.4% 6.1% 3.7% 1.2%

小売業 325 39.4% 43.1% 32.9% 14.5% 15.1% 18.8% 18.2% 24.3% 12.6% 11.7% 10.5% 10.2% 7.1% 8.9% 8.9% 8.9% 3.4% 6.8% 4.6% 2.2% 2.2% 3.4% 2.5%

金融業、保険業 13 69.2% 46.2% - 38.5% - 15.4% 7.7% 15.4% 7.7% 23.1% 30.8% 23.1% 15.4% - 7.7% - 7.7% - - 7.7% 7.7% - -

不動産業 43 27.9% 25.6% 25.6% 11.6% 2.3% 18.6% 20.9% 18.6% 14.0% 9.3% 16.3% 14.0% 9.3% 4.7% 20.9% 4.7% 7.0% 2.3% 25.6% 9.3% 4.7% 9.3% -

学術研究、専門・技術サービス業 107 25.2% 27.1% 19.6% 25.2% 38.3% 20.6% 15.9% 19.6% 11.2% 12.1% 17.8% 4.7% 8.4% 6.5% 6.5% 8.4% 3.7% 3.7% 4.7% 13.1% 0.9% 0.9% 1.9%

宿泊業、飲食サービス業 186 26.9% 40.3% 29.6% 18.8% 14.5% 17.2% 20.4% 29.6% 10.8% 18.8% 5.4% 13.4% 3.8% 13.4% 8.1% 1.1% 2.2% 9.7% 7.5% 3.2% 5.4% 1.1% 3.8%

生活関連サービス業、娯楽業 149 29.5% 44.3% 20.8% 17.4% 36.9% 18.8% 22.1% 20.1% 15.4% 16.8% 10.1% 8.7% 6.7% 8.7% 7.4% 1.3% 5.4% 3.4% 4.7% 6.0% 3.4% 0.7% 2.7%

教育、学習支援業 28 32.1% 21.4% 25.0% 10.7% 3.6% 7.1% 39.3% 32.1% 17.9% 28.6% 17.9% 7.1% 21.4% 10.7% 3.6% - 3.6% 7.1% 3.6% 7.1% 10.7% - 7.1%

医療、福祉 61 21.3% 24.6% 21.3% 32.8% 31.1% 6.6% 16.4% 27.9% 9.8% 8.2% 18.0% 3.3% 14.8% 3.3% 3.3% 3.3% 6.6% 6.6% 4.9% 8.2% 4.9% - 4.9%

その他サービス業 53 20.8% 26.4% 28.3% 24.5% 30.2% 34.0% 15.1% 11.3% 17.0% 9.4% 7.5% 9.4% 13.2% 1.9% 7.5% 15.1% 3.8% 1.9% 3.8% 3.8% 7.5% - 1.9%
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(3) 事業のデジタル化について 

① 今後、どのようにデジタル化を進めていきたいか 

⚫ 「売上金の会計処理や給与・勤怠管理等の事務処理のデジタル化（市販ソフトの活用含む）」及

び、「自社のホームページやソーシャルメディアによる情報発信」が 27.2%で最も多く、以下、

「デジタル化を進める予定はない」（26.1%）、「デジタル化は一通り済ませており、これ以上の

予定はない」（13.1%）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

② 「今後、どのようにデジタル化を進めていきたいか」と、組織形態とのクロス集計 

⚫ 「デジタル化を進める予定はない」と回答した企業の割合は個人企業では 41.1%にのぼるが、法人

企業では 13.8%にとどまっている。 

⚫ それ以外の項目では、個人企業に比べて法人企業の割合が高くなっており、特に「生産管理、安全

管理及び物流・倉庫管理における活用」、「社内コミュニケーションツールの導入」、「クラウド

サービスを利用したデータの管理運用」でその差が大きくなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

27.2%

27.2%

26.1%

13.1%

11.1%

8.9%

7.3%

7.2%

6.7%

5.9%

5.6%

3.1%

1.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

売上金の会計処理や給与・勤怠管理等の

事務処理のデジタル化（市販ソフトの活用含む）

自社のホームページやソーシャル

メディアによる情報発信

デジタル化を進める予定はない

デジタル化は一通り済ませており、

これ以上の予定はない

電子決済

生産管理、安全管理及び物流・倉庫管理に

おける活用（市販ソフトの活用含む）

クラウドサービスを利用したデータの管理運用

自社製品のインターネット販売

（電子商取引：EC）

マーケティングや販売促進における活用

（市販ソフトを含む）

オンライン商談

社内コミュニケーションツールの導入

リモートワーク（在宅勤務の推進）

その他

（n=1,635）

※複数回答

組織形態（縦％） 全体 個人企業 法人企業 非営利組織

n（複数回答） 1,635 716 883 3

売上金の会計処理や給与・勤怠管理等の
事務処理のデジタル化（市販ソフトの活用含む）

27.2% 23.3% 30.4% -

自社のホームページやソーシャルメディアによる
情報発信

27.2% 23.7% 30.0% 33.3%

生産管理、安全管理及び物流・倉庫管理に
おける活用（市販ソフトの活用含む）

8.9% 2.9% 13.8% -

リモートワーク（在宅勤務の推進） 3.1% 2.2% 3.7% -

社内コミュニケーションツールの導入 5.6% 0.7% 9.6% -

オンライン商談 5.9% 3.6% 7.6% 33.3%

マーケティングや販売促進における活用
（市販ソフトを含む）

6.7% 4.7% 8.2% -

クラウドサービスを利用したデータの管理運用 7.3% 2.4% 11.6% -

電子決済 11.1% 10.1% 11.9% 33.3%

自社製品のインターネット販売（電子商取引：EC） 7.2% 5.3% 8.6% -

デジタル化は一通り済ませており、これ以上の
予定はない

13.1% 12.0% 13.8% -

デジタル化を進める予定はない 26.1% 41.1% 13.8% 66.7%

その他 1.7% 1.0% 2.3% -
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③ 「今後、どのようにデジタル化を進めていきたいか」と、事業の種類とのクロス集計 

⚫ 「売上金の会計処理や給与・勤怠管理等の事務処理のデジタル化」は、電気・ガス・熱供給・水道

業、運輸業、郵便業で高くなっている。 

⚫ 「自社のホームページやソーシャルメディアによる情報発信」は、教育、学習支援業で高くなって

いる。 

⚫ 「生産管理・安全管理及び物流・倉庫管理における活用」は、製造業で高くなっている。 

⚫ 「マーケティングや販売促進における活用」と「自社製品のインターネット販売（電子商取引：

EC）」は、農業、林業、漁業で高くなっている。 

⚫ 「デジタル化は一通り済ませており、これ以上の予定はない」は、情報通信業で高くなっており、

「デジタル化を進める予定はない」は、小売業、宿泊業、飲食サービス業で高くなっている。 
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全体 1,635 27.2% 27.2% 8.9% 3.1% 5.6% 5.9% 6.7% 7.3% 11.1% 7.2% 13.1% 26.1% 1.7%

農業、林業、漁業 24 29.2% 37.5% 12.5% - 4.2% 4.2% 25.0% 4.2% 4.2% 25.0% 8.3% 12.5% -

建設業 311 31.8% 22.8% 9.6% 4.2% 6.8% 4.5% 4.5% 8.0% 8.7% 1.9% 10.6% 25.1% 1.6%

製造業 199 32.2% 28.1% 24.1% 4.0% 5.5% 10.6% 4.0% 11.1% 13.6% 8.0% 9.0% 21.1% 1.0%

電気・ガス・熱供給・水道業 25 48.0% 20.0% 16.0% - 12.0% - 8.0% 12.0% 8.0% - 12.0% 16.0% -

情報通信業 23 17.4% 13.0% 13.0% 17.4% 4.3% 8.7% 13.0% 4.3% 13.0% 4.3% 39.1% 4.3% 4.3%

運輸業、郵便業 28 53.6% 21.4% 7.1% - 7.1% - 3.6% 7.1% 14.3% - 14.3% 17.9% 3.6%

卸売業 79 29.1% 24.1% 19.0% - 12.7% 16.5% 10.1% 11.4% 10.1% 11.4% 20.3% 21.5% 1.3%

小売業 313 22.4% 27.8% 6.1% 1.6% 4.2% 6.4% 9.9% 6.4% 13.7% 11.5% 11.2% 32.9% -

金融業、保険業 14 7.1% 35.7% 7.1% 7.1% 7.1% 21.4% 14.3% 7.1% 7.1% - 7.1% 14.3% 21.4%

不動産業 42 28.6% 28.6% 2.4% - - 2.4% 2.4% 16.7% 14.3% 7.1% 4.8% 23.8% 2.4%

学術研究、専門・技術サービス業 102 17.6% 27.5% 4.9% 10.8% 4.9% 5.9% 5.9% 6.9% 6.9% - 17.6% 19.6% 5.9%

宿泊業、飲食サービス業 181 24.9% 27.6% 5.0% 1.1% 2.8% 1.7% 7.2% 5.5% 13.8% 11.0% 13.3% 34.3% 0.6%

生活関連サービス業、娯楽業 146 28.8% 34.2% 1.4% 0.7% 2.1% 4.1% 7.5% 4.1% 10.3% 9.6% 16.4% 29.5% 0.7%

教育、学習支援業 27 11.1% 55.6% - 7.4% 3.7% 3.7% 3.7% - 18.5% - 11.1% 14.8% 3.7%

医療、福祉 61 18.0% 26.2% 1.6% 4.9% 13.1% 3.3% 4.9% 6.6% 9.8% 6.6% 19.7% 21.3% 4.9%

その他サービス業 52 28.8% 21.2% 5.8% 1.9% 11.5% 5.8% - 3.8% 1.9% 3.8% 17.3% 32.7% 1.9%



  

25 

④ 「今後、どのようにデジタル化を進めていきたいか」と、売上高の変化、利益の変化とのクロ

ス集計 

⚫ 売上高と利益共に、すべての項目においてDI値はマイナスであった。 

⚫ DI値が最も高い項目は、売上高では「リモートワーク（在宅勤務の推進）」「クラウドサービスを

利用したデータの管理運用」で、利益では「リモートワーク（在宅勤務の推進）」である。 

⚫ DI値が最も低い項目は、売上高と利益の両方とも「デジタル化を進める予定はない」である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

事業所数
20％超
増加

5％～20％
増加

横ばい
（±5％以内）

5％～20％
減少

20％超
減少

新設 DI値

n（複数回答） 1,608 5.0% 11.4% 25.7% 24.4% 31.2% 2.2% -39.3

売上金の会計処理や給与・勤怠管理等の
事務処理のデジタル化（市販ソフトの活用含む）

435 5.7% 14.3% 23.7% 26.2% 27.6% 2.5% -33.8

自社のホームページやソーシャルメディアによる
情報発信

438 4.6% 11.6% 24.0% 25.3% 32.2% 2.3% -41.3

生産管理、安全管理及び物流・倉庫管理に
おける活用（市販ソフトの活用含む）

143 9.1% 13.3% 29.4% 27.3% 18.9% 2.1% -23.8

リモートワーク（在宅勤務の推進） 49 2.0% 22.4% 34.7% 18.4% 20.4% 2.0% -14.3

社内コミュニケーションツールの導入 90 4.4% 15.6% 38.9% 25.6% 14.4% 1.1% -20.0

オンライン商談 94 8.5% 12.8% 27.7% 19.1% 29.8% 2.1% -27.7

マーケティングや販売促進における活用
（市販ソフトを含む）

108 4.6% 8.3% 32.4% 25.9% 26.9% 1.9% -39.8

クラウドサービスを利用したデータの管理運用 119 8.4% 16.0% 32.8% 22.7% 16.0% 4.2% -14.3

電子決済 177 5.1% 11.3% 23.7% 24.9% 30.5% 4.5% -39.0

自社製品のインターネット販売（電子商取引：EC） 116 4.3% 11.2% 16.4% 31.9% 34.5% 1.7% -50.9

デジタル化は一通り済ませており、これ以上の
予定はない

210 7.6% 12.9% 28.1% 21.4% 28.6% 1.4% -29.5

デジタル化を進める予定はない 424 3.3% 7.8% 21.0% 24.5% 42.7% 0.7% -56.1

その他 26 7.7% 3.8% 46.2% 26.9% 11.5% 3.8% -26.9

n（複数回答） 1,587 7.2% 8.9% 24.1% 23.6% 34.2% 2.0% -41.7

売上金の会計処理や給与・勤怠管理等の
事務処理のデジタル化（市販ソフトの活用含む）

431 8.1% 9.7% 24.1% 23.9% 31.8% 2.3% -37.8

自社のホームページやソーシャルメディアによる
情報発信

436 4.8% 9.2% 22.7% 26.1% 35.1% 2.1% -47.2

生産管理、安全管理及び物流・倉庫管理に
おける活用（市販ソフトの活用含む）

143 14.0% 8.4% 24.5% 23.8% 27.3% 2.1% -28.7

リモートワーク（在宅勤務の推進） 49 14.3% 14.3% 28.6% 16.3% 24.5% 2.0% -12.2

社内コミュニケーションツールの導入 89 6.7% 10.1% 37.1% 22.5% 23.6% - -29.2

オンライン商談 92 8.7% 8.7% 31.5% 18.5% 30.4% 2.2% -31.5

マーケティングや販売促進における活用
（市販ソフトを含む）

105 12.4% 6.7% 23.8% 22.9% 32.4% 1.9% -36.2

クラウドサービスを利用したデータの管理運用 117 9.4% 8.5% 32.5% 15.4% 29.9% 4.3% -27.4

電子決済 178 9.0% 9.0% 22.5% 24.7% 30.3% 4.5% -37.1

自社製品のインターネット販売（電子商取引：EC） 114 6.1% 9.6% 16.7% 25.4% 40.4% 1.8% -50.0

デジタル化は一通り済ませており、これ以上の
予定はない

209 10.0% 12.9% 25.8% 17.7% 32.1% 1.4% -26.8

デジタル化を進める予定はない 408 4.7% 6.4% 21.3% 25.0% 42.2% 0.5% -56.1

その他 25 12.0% 12.0% 32.0% 20.0% 20.0% 4.0% -16.0

利
益

今後どのようにデジタル化を
進めていきたいか（％）

売
上
高

事務処理のデジタル化やオンライン上での情報発信に対するニーズが高い。一方で、「デジタ

ル化を進める予定はない」と回答した事業所の DI 値は売上高、営業利益ともに最も低く、

多くは個人企業の小売業や宿泊業、飲食サービス業である。これは仕入単価上昇や需要の

停滞により売上が大きく下がっている事業の種類と重なる。デジタル化へ積極的に投資する

ような状況ではなく、この回答をやむなく選択したのではないかと推察する。 

また、割合の低い項目は重要度が低い、もしくは既に導入が進んでいる可能性がある。 
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⑤ IT導入・デジタル化を進めていく上での課題 

⚫ 「ソフト販売やシステム開発の会社に依頼するのに費用がかかる」が 36.7%で最も多く、以下、

「対応できる人材が不足している」（31.1%）、「特に課題はない」（22.2%）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 「IT導入・デジタル化を進めていく上での課題」と、組織形態とのクロス集計 

⚫ 「ソフト販売やシステム開発の会社に依頼するのに費用がかかる」と回答した企業の割合は、個人

企業、法人企業のどちらでも最も高くなっており、法人企業では 43.3%となっている。 

⚫ 個人企業では「特に問題はない」が 27.1%で 2番目に高くなっているが、法人企業では 18.2%で 3

番目となっている。法人企業の 2番目は、「対応できる人材が不足している」（38.6%）である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

36.7%

31.1%

22.2%

17.6%

16.2%

15.2%

13.9%

13.8%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ソフト販売やシステム開発の会社に

依頼するのに費用がかかる

対応できる人材が不足している

特に課題はない

情報流出の心配（セキュリティへの不安）

無料で相談できる専門家や支援機関の

情報を知らない

無料のアプリや、安価なソフトの情報を知らない

IT機器やアプリ、ソフト等の使い方がわからない

IT導入の効果がわからない

その他

（n=1,494）

※複数回答

組織形態（縦％） 全体 個人企業 法人企業 非営利組織

n（複数回答） 1,494 619 839 4

ソフト販売やシステム開発の会社に依頼するのに
費用がかかる

36.7% 27.9% 43.3% -

IT導入の効果がわからない 13.8% 14.7% 12.9% 50.0%

無料で相談できる専門家や支援機関の情報を
知らない

16.2% 18.7% 14.3% 25.0%

IT機器やアプリ、ソフト等の使い方がわからない 13.9% 18.3% 10.7% 25.0%

無料のアプリや、安価なソフトの情報がわからない 15.2% 17.0% 13.9% 25.0%

情報流出の心配（セキュリティへの不安） 17.6% 15.0% 19.8% -

対応できる人材が不足している 31.1% 21.6% 38.6% 25.0%

特に問題はない 22.2% 27.1% 18.2% 50.0%

その他 2.6% 2.7% 2.4% -
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⑦ 事業の種類とのクロス集計 

⚫ ほとんどの事業において、「ソフト販売やシステム開発の会社に依頼するのに費用が掛かる」や

「対応できる人材が不足している」の割合が高くなっている。 

⚫ 情報通信業、不動産業では、「特に問題はない」の割合が最も高くなっている。 

⚫ 教育、学習支援業では、「無料で相談できる専門家や支援機関の情報を知らない」の割合が最も高

くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

IT導入・デジタル化を進めていく
うえでの課題（％） n

（
複
数
回
答

）

ソ
フ
ト
販
売
や
シ
ス
テ
ム
開
発
の
会
社
に

依
頼
す
る
の
に
費
用
が
か
か
る

I
T
導
入
の
効
果
が
わ
か
ら
な
い

無
料
で
相
談
で
き
る
専
門
家
や
支
援
機
関

の
情
報
を
知
ら
な
い

I
T
機
器
や
ア
プ
リ

、
ソ
フ
ト
等
の

使
い
方
が
わ
か
ら
な
い

無
料
の
ア
プ
リ
や

、
安
価
な
ソ
フ
ト
の

情
報
が
わ
か
ら
な
い

情
報
流
出
の
心
配

（
セ
キ

ュ
リ
テ

ィ
へ
の

不
安

）

対
応
で
き
る
人
材
が
不
足
し
て
い
る

特
に
問
題
は
な
い

そ
の
他

全体 1,494 36.7% 13.8% 16.2% 13.9% 15.2% 17.6% 31.1% 22.2% 2.6%

農業、林業、漁業 21 42.9% 14.3% 28.6% 9.5% 14.3% 23.8% 38.1% 19.0% -

建設業 292 37.3% 14.7% 14.0% 14.4% 15.4% 20.9% 29.8% 22.9% 2.1%

製造業 184 47.3% 14.7% 15.2% 13.6% 16.8% 15.8% 37.0% 15.8% 1.6%

電気・ガス・熱供給・水道業 28 32.1% 10.7% 14.3% - 7.1% 14.3% 25.0% 21.4% 3.6%

情報通信業 23 26.1% 8.7% - - - 4.3% 8.7% 60.9% -

運輸業、郵便業 27 37.0% 11.1% 11.1% 18.5% 7.4% 14.8% 44.4% 14.8% -

卸売業 68 41.2% 14.7% 13.2% 19.1% 13.2% 13.2% 41.2% 25.0% -

小売業 276 33.7% 12.7% 17.4% 17.0% 17.0% 15.9% 30.4% 22.8% 2.2%

金融業、保険業 11 45.5% 9.1% 18.2% 9.1% 9.1% 27.3% 36.4% 27.3% -

不動産業 37 21.6% 10.8% 18.9% 5.4% 8.1% 10.8% 21.6% 29.7% 8.1%

学術研究、専門・技術サービス業 99 32.3% 6.1% 13.1% 12.1% 12.1% 23.2% 18.2% 23.2% 5.1%

宿泊業、飲食サービス業 158 33.5% 17.7% 15.8% 17.1% 18.4% 15.2% 36.7% 19.0% 2.5%

生活関連サービス業、娯楽業 132 43.9% 14.4% 18.9% 11.4% 15.9% 16.7% 28.0% 21.2% 3.0%

教育、学習支援業 26 19.2% 23.1% 30.8% 15.4% 11.5% 7.7% 23.1% 26.9% 3.8%

医療、福祉 58 36.2% 10.3% 20.7% 8.6% 17.2% 25.9% 34.5% 22.4% 10.3%

その他サービス業 48 31.3% 14.6% 20.8% 14.6% 16.7% 25.0% 33.3% 20.8% -

費用や人材不足を課題として挙げる事業所が多い。特に上記のニーズに対しては導入費用

に加えて、導入後の保守費用も継続的にかかることから、経営環境の厳しい中で導入を見

送る事業所が一定数いるのではないかと推察する。 

人材不足については、IT リテラシーの高い人材を獲得、もしくは育成することが課題となる。 

また、業種によっては個人企業が多く、また市場競争の観点から相互間の連携がとりづらい

業種もあり、相談窓口の認知向上、利用率向上などに取り組むことも重要である。 
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(4) 雇用・採用・教育について 

① 有給役員、正規・非正規就業者の男女比率 

⚫ 市内の有給役員、正規社員の約 7割を男性が占める。 

⚫ 市内の非正規社員の女性割合は 65.5%で、男性と比較して高い割合である。 

⚫ 業種別に見ると、正社員・正職員の比率が 50％を超える業種は「医療、福祉」、「生活関連サービ

ス業、娯楽業」のみである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

34.5%

72.5%

71.3%

65.5%

27.5%

28.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

非正規社員

(n=4,968)

正規社員

(n=12,794)

有給役員

(n=2,432)

男性 女性

71%

79%

77%

77%

79%

79%

71%

81%

65%

80%

66%

71%

61%

57%

75%

44%

75%

29%

21%

23%

23%

21%

21%

29%

19%

35%

20%

34%

29%

39%

43%

25%

56%

25%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=2,432)

農業、林業、漁業(n=29)

建設業(n=609)

製造業(n=377)

電気・ガス・熱供給・水道業(n=52)

情報通信業(n=81)

運輸業、郵便業(n=62)

卸売業(n=182)

小売業(n=321)

金融業、保険業(n=40)

不動産業(n=56)

学術研究、専門・技術サービス業(n=110)

宿泊業、飲食サービス業(n=163)

生活関連サービス業、娯楽業(n=105)

教育、学習支援業(n=16)

医療、福祉(n=137)

その他サービス業(n=79)

有給役員男性 有給役員女性
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72%

80%

86%

76%

78%

70%

88%

73%

61%

53%

65%

69%

58%

50%

70%

28%

76%

28%

20%

14%

24%

22%

30%

13%

27%

39%

47%

35%

31%

42%

50%

30%

72%

24%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=12,794)

農業、林業、漁業(n=96)

建設業(n=2,523)

製造業(n=4,535)

電気・ガス・熱供給・水道業(n=144)

情報通信業(n=235)

運輸業、郵便業(n=680)

卸売業(n=670)

小売業(n=1,055)

金融業、保険業(n=330)

不動産業(n=124)

学術研究、専門・技術サービス業(n=535)

宿泊業、飲食サービス業(n=407)

生活関連サービス業、娯楽業(n=354)

教育、学習支援業(n=63)

医療、福祉(n=638)

その他サービス業(n=371)

正社員・正職員男性 正社員・正職員女性

35%

29%

56%

41%

50%

32%

67%

53%

23%

42%

67%

41%

26%

26%

33%

19%

39%

65%

71%

44%

59%

50%

68%

33%

47%

77%

58%

33%

59%

74%

74%

67%

81%

61%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=4,968)

農業、林業、漁業(n=78)

建設業(n=216)

製造業(n=894)

電気・ガス・熱供給・水道業(n=10)

情報通信業(n=22)

運輸業、郵便業(n=326)

卸売業(n=215)

小売業(n=872)

金融業、保険業(n=60)

不動産業(n=46)

学術研究、専門・技術サービス業(n=112)

宿泊業、飲食サービス業(n=1,133)

生活関連サービス業、娯楽業(n=229)

教育、学習支援業(n=70)

医療、福祉(n=446)

その他サービス業(n=196)

非正規社員男性 非正規社員女性
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② 出雲市における外国人の雇用に関する意向調査 

⚫ 「雇用している」と「現在は雇用していないが、将来的に雇用したい」の合計は 13.7％にとどまっ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 外国人を雇用するにあたって課題になること 

⚫ 外国人を雇用するにあたって課題になることは「言葉や生活習慣の違い」が８割を超える回答と

なっている。 

⚫ 前回調査と比較すると、「特に困っていることはない」以外すべての項目で、今回調査の割合が上

回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

5.4% 8.3% 86.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=1,148

雇用している
現在は雇用していないが、将来的に雇用したい
現在は雇用しておらず、今後も雇用する予定は無い

82.1%

30.8%

38.5%

24.8%

29.1%

7.7%

3.4%

82.8%

46.2%

45.2%

34.4%

31.2%

30.1%

12.9%

3.2%

4.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

言葉や生活習慣の違い

在留申請の手続がわからない

住居の確保

免許の取得

募集方法がわからない

国際情勢による入国制限等

事業内容が雇用希望者の

ニーズに合わない

特に困っていることはない

その他

H30年度

（n=117）

R4年度

（n=93）

※複数回答

外国人の雇用
（％）

事業所数 雇用している
現在は雇用していないが、
将来的に雇用したい

現在は雇用しておらず、
今後も雇用する予定は無い

全体 1,148 5.4% 8.3% 86.3%

農業、林業、漁業 14 28.6% 7.1% 64.3%

建設業 229 4.4% 9.2% 86.5%

製造業 143 10.5% 12.6% 76.9%

電気・ガス・熱供給・水道業 23 - 4.3% 95.7%

情報通信業 17 11.8% 23.5% 64.7%

運輸業、郵便業 19 15.8% 5.3% 78.9%

卸売業 61 1.6% 8.2% 90.2%

小売業 202 4.0% 6.4% 89.6%

金融業、保険業 10 10.0% 10.0% 80.0%

不動産業 32 - 9.4% 90.6%

学術研究、専門・技術サービス業 78 1.3% 5.1% 93.6%

宿泊業、飲食サービス業 125 8.0% 8.8% 83.2%

生活関連サービス業、娯楽業 85 2.4% 2.4% 95.3%

教育、学習支援業 20 5.0% 5.0% 90.0%

医療、福祉 49 2.0% 14.3% 83.7%

その他サービス業 36 8.3% 5.6% 86.1%
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④ 障がい者雇用への取り組み意向の割合 

⚫ 「取り組んで雇用している」と「未雇用だが取り組みたい」の合計は約２割にとどまっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

9.6% 11.0% 79.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=1,513

取り組んで雇用している 未雇用だが取り組みたい 取り組む予定はない

SDGsを意識するうえで、多様な働き方の推進が求められる。 

市内事業所においては、男女間の雇用格差、外国人労働者の積極雇用、障がい者の積極

雇用すべてにおいて課題が残る。 

 

男女間の雇用格差について、一部を除くほぼすべての業種で男性の正社員雇用割合が高

い結果となった。有給役員の比率も同様で、全体を通して女性のキャリアプランが描けてい

ないのが現状ではないかと推察される。積極的な施策提言が求められる。 

 

外国人労働者の積極雇用には「言葉や生活習慣の違い」が大きな課題として挙げられおり、

一方で、「雇用している」の回答は「農業、林業、漁業」で他業種と比較して多く、「現在は雇

用していないが将来的に雇用したい」の回答は「情報通信業」で多くなっている。出雲市の特

徴として、外国人住民の人口が年々増加傾向にあり、受入の機運が高まっている業種から

積極的な受け入れを進めていくことも検討が必要である。 

 

障がい者雇用への取組については、「雇用している」の回答と「未雇用だが取り組みたい」の

合計割合が高い業種と低い業種に明確に分かれている。業務の工夫でいかに受け入れ可能

な体制を整えるかが求められる。 

10%

13%

9%

25%

20%

33%

9%

4%

7%

5%

5%

4%

27%

6%

11%

21%

12%

19%

8%

20%

11%

12%

8%

7%

14%

9%

9%

9%

4%

7%

8%

80%

67%

80%

57%

92%

60%

56%

79%

87%

86%

86%

85%

86%

88%

96%

67%

85%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1,504)

農業、林業、漁業(n=24)

建設業(n=302)

製造業(n=178)

電気・ガス・熱供給・水道業(n=25)

情報通信業(n=20)

運輸業、郵便業(n=27)

卸売業(n=75)

小売業(n=275)

金融業、保険業(n=14)

不動産業(n=36)

学術研究、専門・技術サービス業(n=96)

宿泊業、飲食サービス業(n=164)

生活関連サービス業、娯楽業(n=136)

教育、学習支援業(n=24)

医療、福祉(n=60)

その他サービス業(n=48)

取り組んで雇用している 未雇用だが取り組みたい 取り組む予定はない
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(5) 新型コロナウイルス感染症による影響 

① 新型コロナウイルス感染症の拡大による来客数、取引先数、受注・売上及び受注単価への影響 

⚫ 来客数と受注・売上は「減少・低下」が、取引先数と受注単価は「不変」がそれぞれ最も多くなっ

ている。 

⚫ 受注単価は、「減少・低下」が 3割強を占める一方、「増加・上昇」が 1割強となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 新型コロナウイルス感染症の拡大による来客数への影響と、事業の種類とのクロス集計 

⚫ 宿泊業・飲食サービス業では「減少」と回答した事業所の割合が 94.0%にのぼっているほか、「小

売業」や「生活関連サービス業、娯楽業」においてその割合が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2.1%

3.3%

6.6%

12.6%

31.2%

58.9%

26.9%

55.0%

66.7%

37.9%

66.5%

32.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①来客数（n=1,629）

②取引先数（n=1,595）

③受注・売上（n=1,670）

④受注単価（n=1,561）

増加・上昇 不変 減少・低下

来客数（％） 事業所数 増加・上昇 不変 減少・低下

全体 1,629 2.1% 31.2% 66.7%

農業、林業、漁業 21 - 57.1% 42.9%

建設業 295 0.7% 51.9% 47.5%

製造業 188 0.5% 31.9% 67.6%

電気・ガス・熱供給・水道業 26 - 69.2% 30.8%

情報通信業 19 5.3% 42.1% 52.6%

運輸業、郵便業 26 3.8% 30.8% 65.4%

卸売業 69 - 42.0% 58.0%

小売業 333 3.3% 18.6% 78.1%

金融業、保険業 13 - 53.8% 46.2%

不動産業 37 5.4% 48.6% 45.9%

学術研究、専門・技術サービス業 98 4.1% 44.9% 51.0%

宿泊業、飲食サービス業 201 2.0% 4.0% 94.0%

生活関連サービス業、娯楽業 157 3.2% 19.7% 77.1%

教育、学習支援業 26 - 30.8% 69.2%

医療、福祉 61 4.9% 26.2% 68.9%

その他サービス業 49 - 46.9% 53.1%
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③ 新型コロナウイルス感染症の拡大による受注・売上への影響と、事業の種類とのクロス集計 

⚫ 宿泊業・飲食サービス業では「低下」と回答した事業所の割合が 91.6%にのぼっているほか、「小

売業」においてその割合が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 新型コロナウイルス感染症の拡大により、来客数、取引先数、受注・売上及び受注単価以外に

影響が出た項目 

⚫ 「感染予防対策等のコストが増えた」が 37.7%で最も多く、以下、「販売商品・原材料等の仕入の

停滞」（35.0%）、「従業員の健康管理」（29.3%）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

37.7%

35.0%

29.3%

21.5%

20.4%

17.6%

5.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

感染予防対策等のコストが増えた

販売商品・原材料等の仕入の停滞

従業員の健康管理

営業時間の短縮を余儀なくされた

福利厚生（社内イベント、宴会など）

特にない

その他

（n=1,458）

※複数回答

受注・売上（％） 事業所数 増加・上昇 不変 減少・低下

全体 1,670 6.6% 26.9% 66.5%

農業、林業、漁業 24 8.3% 29.2% 62.5%

建設業 318 6.3% 41.2% 52.5%

製造業 205 5.9% 25.4% 68.8%

電気・ガス・熱供給・水道業 26 3.8% 42.3% 53.8%

情報通信業 21 28.6% 33.3% 38.1%

運輸業、郵便業 28 3.6% 35.7% 60.7%

卸売業 76 6.6% 28.9% 64.5%

小売業 340 7.1% 13.5% 79.4%

金融業、保険業 12 16.7% 75.0% 8.3%

不動産業 36 5.6% 41.7% 52.8%

学術研究、専門・技術サービス業 100 11.0% 44.0% 45.0%

宿泊業、飲食サービス業 191 2.6% 5.8% 91.6%

生活関連サービス業、娯楽業 148 6.1% 22.3% 71.6%

教育、学習支援業 22 4.5% 27.3% 68.2%

医療、福祉 58 8.6% 34.5% 56.9%

その他サービス業 52 7.7% 38.5% 53.8%
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⑤ 新型コロナウイルス感染症対策として、国、県、市などが実施した様々な施策の中で、特に効

果的であったと思われるもの 

⚫ 「持続化給付金や事業復活支援金などの給付金」が 70.0%で突出して多く、以下、「公庫、民間金

融機関の実質無利子・無担保融資」（26.8%）、「GoToイートなどの食事券」及び「プレミアム付

き商品券」（20.7%）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

70.0%

26.8%

20.7%

20.7%

17.0%

14.3%

10.0%

8.1%

3.6%

2.3%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

持続化給付金や事業復活支援金などの

給付金

公庫、民間金融機関の実質無利子・

無担保融資

GoToイートなどの食事券

プレミアム付き商品券

雇用調整助成金の拡大

利用していないのでわからない

WeLove山陰キャンペーンなど旅行・観光支援

持続化補助金などの補助率や

補助限度額の引き上げ

新事業展開補助金などの新規向け補助金

新型コロナ対策認証店などの認定制度

その他

（n=1,708）

※複数回答
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⑥ 新型コロナウイルス感染症対策として、国、県、市などが実施した様々な施策の中で、特に効

果的であったと思われるものと、事業の種類とのクロス集計 

⚫ 金融業、保険業を除く全ての業種において、「持続化給付金や事業復活支援金などの給付金」の割

合が最も高くなっている。一方、金融業、保険業では「利用していないのでわからない」の割合が

最も高くなっている。 

⚫ 建設業、情報通信業では「公庫、民間金融機関の実質無利子・無担保融資」、教育、学習支援業で

は「雇用調整助成金の拡大」、製造業では「雇用調整助成金の拡大」と「公庫、民間金融機関の実

質無利子・無担保融資」、宿泊業、飲食サービス業では「GoToイートなどの食事券」「プレミア

ム付き商品券」の割合も高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

国、県、市などが実施した
施策の中で、特に効果的で
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全体 1,708 70.0% 17.0% 26.8% 20.7% 10.0% 20.7% 3.6% 8.1% 2.3% 14.3% 1.1%

農業、林業、漁業 26 65.4% 7.7% 3.8% 19.2% 7.7% 15.4% 11.5% 11.5% - 15.4% -

建設業 322 74.8% 11.5% 31.7% 23.3% 11.2% 18.3% 1.9% 8.4% 1.6% 11.2% 0.3%

製造業 202 68.8% 39.6% 36.1% 10.9% 7.4% 10.9% 5.0% 8.4% 0.5% 10.4% 0.5%

電気・ガス・熱供給・水道業 27 63.0% 3.7% 14.8% 11.1% 3.7% 22.2% - 3.7% - 25.9% -

情報通信業 20 75.0% 20.0% 30.0% 25.0% 20.0% 10.0% 10.0% 15.0% - 20.0% -

運輸業、郵便業 24 54.2% 20.8% 29.2% 12.5% 25.0% 20.8% - 12.5% - 20.8% -

卸売業 79 64.6% 16.5% 29.1% 20.3% 12.7% 7.6% 8.9% 7.6% - 15.2% 1.3%

小売業 338 74.0% 8.3% 25.4% 13.6% 8.3% 30.5% 3.0% 7.4% 1.5% 12.7% 0.9%

金融業、保険業 13 38.5% 23.1% 30.8% 38.5% 15.4% 7.7% - - - 53.8% -

不動産業 39 48.7% 15.4% 20.5% 28.2% 17.9% 23.1% 5.1% 5.1% - 28.2% 2.6%

学術研究、専門・技術サービス業 106 60.4% 16.0% 20.8% 22.6% 10.4% 16.0% 3.8% 6.6% 2.8% 22.6% 1.9%

宿泊業、飲食サービス業 200 82.5% 25.0% 23.5% 47.5% 11.5% 32.5% 4.0% 9.0% 10.5% 3.0% 2.0%

生活関連サービス業、娯楽業 157 67.5% 15.9% 29.3% 17.2% 10.2% 25.5% 3.2% 9.6% 1.9% 17.2% -

教育、学習支援業 28 67.9% 32.1% 21.4% 7.1% - 14.3% 3.6% 3.6% - 21.4% -

医療、福祉 60 51.7% 6.7% 10.0% 13.3% 8.3% 6.7% 3.3% 10.0% - 25.0% 10.0%

その他サービス業 54 64.8% 9.3% 22.2% 11.1% 9.3% 11.1% 3.7% 9.3% 1.9% 25.9% -

ほとんどの業種で給付金は効果があったと回答されている一方、WeLove 山陰キャンペーン

や新型コロナ対策認証店などの認定制度、新事業展開補助金などの新規向け補助金などそ

の他の施策と比較して業種により効果の有無が分かれた施策もあった。 

新型コロナウイルス感染症の収束見通しが立たないことによる施策の不振などが要因と推察

する。 
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(6) 今後の事業展開について 

① 5年先の見通し 

⚫ 「横ばい（現状維持）」が 40.4%で最も多くなっている。 

⚫ 「大幅に成長」又は「やや成長」と回答した事業所（18.8%）に比べて、「縮小」又は「やや縮

小」と回答した事業（40.9%）の方が多くなっている。 

⚫ 前回調査と比較すると、「大幅に成長」と「やや成長」の合計の割合が 24.0%から 18.8%に低下す

る一方、「やや縮小」と「縮小」の合計の割合が 35.2%から 40.9%に上昇している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 5年先の見通しと、事業の種類とのクロス集計 

⚫ 「情報通信業」、「金融業、保険業」、「医療、福祉」を除きマイナスとなっており、特に「小売

業」と「卸売業」が低くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

7.1%

2.3%

16.9%

16.5%

40.7%

40.4%

20.4%

21.5%

14.8%

19.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H30年度（n=1,165）

R4年度（n=1,731）

大幅に成長 やや成長 横ばい（現状維持） やや縮小 縮小

事業所の5年先の見通し（％） 事業所数 大幅に成長 やや成長 横ばい やや縮小 大幅に縮小 見通しDI

全体 1,731 2.3% 16.5% 40.4% 21.5% 19.4% -22.1

農業、林業、漁業 28 7.1% 10.7% 46.4% 17.9% 17.9% -17.9

建設業 329 0.9% 10.3% 53.8% 20.4% 14.6% -23.7

製造業 206 1.9% 22.3% 40.8% 21.4% 13.6% -10.7

電気・ガス・熱供給・水道業 25 - 8.0% 52.0% 24.0% 16.0% -32.0

情報通信業 22 9.1% 31.8% 40.9% 4.5% 13.6% 22.7

運輸業、郵便業 27 - 11.1% 51.9% 25.9% 11.1% -25.9

卸売業 81 2.5% 14.8% 32.1% 23.5% 27.2% -33.3

小売業 340 1.8% 11.8% 31.5% 26.5% 28.5% -41.5

金融業、保険業 13 - 61.5% 38.5% - - 61.5

不動産業 45 - 17.8% 57.8% 17.8% 6.7% -6.7

学術研究、専門・技術サービス業 111 4.5% 21.6% 33.3% 21.6% 18.9% -14.4

宿泊業、飲食サービス業 200 1.5% 20.5% 34.0% 20.0% 24.0% -22.0

生活関連サービス業、娯楽業 152 2.6% 21.1% 34.2% 23.0% 19.1% -18.4

教育、学習支援業 26 7.7% 19.2% 42.3% 19.2% 11.5% -3.8

医療、福祉 63 7.9% 19.0% 47.6% 9.5% 15.9% 1.6

その他サービス業 52 1.9% 15.4% 44.2% 21.2% 17.3% -21.2
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③ 事業に対する今後 5年程度の方針 

⚫ 「現状維持」が半数以上を占め、「積極的な設備投資や出店・事業展開等を行う」は 10.8%、「事

業規模を縮小・集約する」と「閉鎖・廃業する」の合計は 16.7%となっている。 

⚫ 前回調査と比較*すると、「積極的な設備投資や出店・事業展開等を行う」、「現状維持」、「事

業を再編、再構築する」の割合が低下し、今回調査では「現在の事業に加え、新たな事業に取り組

む」が 13.1%を占めている。「事業規模を縮小・集約する」と「閉鎖・廃業する」の割合は大きな

変化はない。 

* 選択肢の数と項目名は完全には一致しない 
 

＜今回調査＞ 

 

 

 

 

＜前回調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 事業に対する今後 5年程度の方針と、事業の種類とのクロス集計 

⚫ 「積極的な設備投資や出店・事業展開等を行う」は「情報通信業」、「現在の事業に加え、新たな

事業に取り組む」は「情報通信業」や「教育、学習支援業」、「事業規模を縮小・集約する」は

「卸売業」や「小売業」、「閉鎖・廃業する」は「小売業」や「生活関連サービス業、娯楽業」及

び「宿泊業、飲食サービス業」で割合が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

  

10.8% 55.0% 13.1%

3.6%

9.6% 7.1%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=1,675

積極的な設備投資や出店・事業展開等を行う

現状維持

現在の事業に加え、新たな事業に取り組む

事業を再編、再構築する（合併やM&A、業態・業種の転換を含む）

事業規模を縮小・集約する

閉鎖・廃業する

その他

15.3% 61.1% 6.6% 9.1% 6.7%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=1,093

積極的な設備投資や出店・事業展開等を行い、国内事業を強化していく

現状維持

事業を再編、再構築する（合併やM&A、業態・業種の転換を含む）

事業規模を縮小・集約する

閉鎖・廃業する

その他

10.8% 55.0% 13.1%

3.6%

9.6% 7.1%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=1,675

積極的な設備投資や出店・事業展開等を行う

現状維持

現在の事業に加え、新たな事業に取り組む

事業を再編、再構築する（合併やM&A、業態・業種の転換を含む）

事業規模を縮小・集約する

閉鎖・廃業する

その他

事業に対する
今後5年程度の方針（％）

事業所数

積極的な
設備投資や
出店・事業展
開等を行う

現状維持

現在の
事業に加え、
新たな事業に
取り組む

事業を再編、
再構築する
（合併や
M&A、業態・
業種の転換を

含む）

事業規模を
縮小・
集約する

閉鎖・廃業
する

その他

全体 1,675 10.8% 55.0% 13.1% 3.6% 9.6% 7.1% 0.8%

農業、林業、漁業 28 17.9% 53.6% 10.7% 3.6% 10.7% 3.6% -

建設業 319 8.2% 66.5% 11.0% 4.1% 5.0% 5.0% 0.3%

製造業 204 19.1% 45.1% 15.2% 5.9% 8.8% 4.9% 1.0%

電気・ガス・熱供給・水道業 24 12.5% 54.2% 16.7% 8.3% - 8.3% -

情報通信業 21 33.3% 28.6% 33.3% - - - 4.8%

運輸業、郵便業 28 10.7% 71.4% 7.1% 3.6% 7.1% - -

卸売業 76 9.2% 48.7% 14.5% 5.3% 19.7% 2.6% -

小売業 325 7.7% 52.9% 10.2% 2.2% 13.5% 12.9% 0.6%

金融業、保険業 13 15.4% 61.5% 15.4% 7.7% - - -

不動産業 44 9.1% 52.3% 20.5% 2.3% 9.1% 4.5% 2.3%

学術研究、専門・技術サービス業 105 9.5% 58.1% 11.4% 3.8% 10.5% 5.7% 1.0%

宿泊業、飲食サービス業 186 11.3% 52.7% 10.8% 3.8% 11.8% 9.1% 0.5%

生活関連サービス業、娯楽業 153 9.2% 56.2% 14.4% 2.0% 7.8% 9.2% 1.3%

教育、学習支援業 26 15.4% 53.8% 26.9% - 3.8% - -

医療、福祉 61 13.1% 47.5% 21.3% 3.3% 9.8% 3.3% 1.6%

その他サービス業 52 5.8% 57.7% 15.4% 1.9% 9.6% 7.7% 1.9%
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⑤ カーボンニュートラルへの取り組みについて 

⚫ カーボンニュートラルへの取り組みに対して「関心がある」と回答した事業所は約 2割にとどまっ

ています。 

⚫ 資金不足やノウハウ不足を課題として挙げる事業所が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 「カーボンニュートラルへの取り組みについて関心があるか」と事業の種類とのクロス集計 

⚫ 全ての事業の種類において、「どちらともいえない」の割合が最も高くなっている。 

⚫ 製造業、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、学術研究、専門・技術サービス業では、「関

心がある」の割合が他の事業の種類よりも高くなっているが、いずれも 30％台にとどまっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

カーボンニュートラルへの
取り組みについて関心があるか（％）

事業所数 関心がある
どちらとも
いえない

関心はない

全体 1,689 22.7% 50.2% 27.1%

農業、林業、漁業 27 25.9% 44.4% 29.6%

建設業 319 19.4% 53.0% 27.6%

製造業 203 32.5% 50.7% 16.7%

電気・ガス・熱供給・水道業 28 32.1% 50.0% 17.9%

情報通信業 23 30.4% 34.8% 34.8%

運輸業、郵便業 27 14.8% 63.0% 22.2%

卸売業 83 20.5% 57.8% 21.7%

小売業 319 23.5% 46.4% 30.1%

金融業、保険業 13 15.4% 61.5% 23.1%

不動産業 41 24.4% 43.9% 31.7%

学術研究、専門・技術サービス業 108 30.6% 48.1% 21.3%

宿泊業、飲食サービス業 195 16.4% 49.2% 34.4%

生活関連サービス業、娯楽業 151 18.5% 52.3% 29.1%

教育、学習支援業 28 28.6% 39.3% 32.1%

医療、福祉 62 17.7% 50.0% 32.3%

その他サービス業 52 21.2% 51.9% 26.9%

22.5% 49.9% 26.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=1,689

関心がある どちらともいえない 関心はない
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⑦ 環境問題に取り組む上での課題 

⚫ 「資金不足でコストが負担できない」が 27.0%で最も多く、以下、「どの程度まで対応すればよい

のか分からない」（26.9%）、「コストに見合う効果が期待できない」（26.7%）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

27.0%

26.9%

26.7%

22.3%

19.8%

18.3%

13.2%

11.8%

11.0%

4.3%

1.1%

0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

資金不足でコストが負担できない

どの程度まで対応すればよいのか分からない

コストに見合う効果が期待できない

専門知識やノウハウが不足している

コストを価格転嫁できない

特に課題はない

取り組む時間がない、業務量が増加する

優先順位が低い

推進する人材がいない

相談先が分からない

取引先や従業員の理解が得られない

その他

（n=1,564）

※複数回答

傾向として、第１次産業、第２次産業ではコスト面への課題が、第３次産業ではどの程度

まで対応すべきかの明確な指標がないことが課題となっている。 

環境問題に取り組む上での課題
(％)

事
業
所
数

資
金
不
足
で
コ
ス
ト
が
負
担
で
き
な
い

コ
ス
ト
に
見
合
う
効
果
が
期
待
で
き
な
い

コ
ス
ト
を
価
格
転
嫁
で
き
な
い

専
門
知
識
や
ノ
ウ
ハ
ウ
が
不
足
し
て
い
る

ど
の
程
度
ま
で
対
応
す
れ
ば
よ
い
の
か
分
か
ら
な
い

取
り
組
む
時
間
が
な
い

、
業
務
量
が
増
加
す
る

推
進
す
る
人
材
が
い
な
い

取
引
先
や
従
業
員
の
理
解
が
得
ら
れ
な
い

優
先
順
位
が
低
い

相
談
先
が
分
か
ら
な
い

特
に
課
題
は
な
い

そ
の
他

総計 1564 27.0% 26.7% 19.8% 22.3% 26.9% 13.2% 11.0% 1.1% 4.3% 11.8% 18.3% 0.6%

農業、林業、漁業 24 29.2% 37.5% 29.2% 16.7% 12.5% 20.8% 4.2% 4.2% 12.5% 0.0% 25.0% 0.0%

建設業 302 24.5% 26.8% 17.9% 25.8% 28.1% 12.9% 17.2% 1.3% 9.9% 4.0% 16.6% 0.7%

製造業 191 26.7% 29.3% 25.1% 28.3% 26.2% 12.0% 14.1% 0.5% 9.4% 3.1% 16.2% 0.5%

電気・ガス・熱供給・水道業 27 7.4% 33.3% 22.2% 22.2% 25.9% 14.8% 18.5% 0.0% 22.2% 3.7% 11.1% 0.0%

情報通信業 22 13.6% 31.8% 13.6% 22.7% 18.2% 18.2% 18.2% 9.1% 22.7% 4.5% 22.7% 0.0%

運輸業、郵便業 26 46.2% 26.9% 34.6% 19.2% 19.2% 3.8% 0.0% 0.0% 3.8% 0.0% 15.4% 0.0%

卸売業 73 11.0% 27.4% 23.3% 15.1% 31.5% 20.5% 12.3% 1.4% 13.7% 5.5% 17.8% 0.0%

小売業 289 26.3% 26.3% 16.6% 18.7% 26.3% 11.8% 10.0% 1.0% 11.8% 4.5% 21.1% 0.3%

金融業、保険業 11 9.1% 27.3% 27.3% 18.2% 18.2% 0.0% 0.0% 0.0% 18.2% 0.0% 36.4% 0.0%

不動産業 36 13.9% 22.2% 16.7% 27.8% 25.0% 5.6% 2.8% 5.6% 19.4% 5.6% 25.0% 0.0%

学術研究、専門・技術サービス業 99 24.2% 22.2% 17.2% 15.2% 27.3% 19.2% 9.1% 0.0% 16.2% 6.1% 20.2% 0.0%

宿泊業、飲食サービス業 181 42.0% 29.3% 27.1% 19.9% 27.6% 12.7% 5.5% 1.1% 9.4% 3.9% 11.6% 1.1%

生活関連サービス業、娯楽業 141 30.5% 24.8% 15.6% 25.5% 32.6% 11.3% 9.2% 0.0% 9.2% 4.3% 22.7% 1.4%

教育、学習支援業 26 23.1% 15.4% 3.8% 19.2% 26.9% 7.7% 3.8% 0.0% 0.0% 3.8% 34.6% 3.8%

医療、福祉 57 38.6% 17.5% 17.5% 22.8% 17.5% 14.0% 10.5% 0.0% 22.8% 5.3% 15.8% 1.8%

その他サービス業 47 21.3% 29.8% 14.9% 25.5% 29.8% 19.1% 10.6% 2.1% 14.9% 8.5% 14.9% 0.0%



  

40 

(7) 事業承継について 

① 経営者の年齢 

⚫ 全体の半数以上が 60歳代以上となっており、「70歳代」が 25.7%で最も多く、以下、「60歳代」

（24.4%）、「50歳代」（21.8%）となっている。 

⚫ 前回調査と比較すると、「39歳以下」と「40歳代」の合計の割合が 26.0%から 23.4%に低下する一

方、「70歳代」と「80歳代」の合計の割合が 25.3%から 30.3%に上昇している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 経営者の年齢と、組織形態及び正社員数とのクロス集計 

⚫ 組織形態別にみると、法人企業に比べて個人企業の方が、年齢が高い傾向にある。 

⚫ 正社員の人数別にみると、人数の少ない企業の方が、年齢が高い傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 経営者の年齢と、事業の種類とのクロス集計 

⚫ 電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、40歳代の経営者の割合が高く、運送業、郵便業、金融

業、保険業、小売業では 60歳代、70歳代の経営者の割合がそれぞれ高くなっている。 

⚫ 教育、学習支援業では、40歳代と 60歳代の経営者の割合が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.4%

4.7%

18.6%

18.7%

20.1%

21.8%

28.6%

24.4%

21.3%

25.7%

4.0%

4.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H30年度（n=1,187）

R4年度（n=1,785）

39歳以下 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上

事業所数 39歳以下 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上

1,785 4.7% 18.7% 21.8% 24.4% 25.7% 4.6%

個人企業 818 5.5% 13.9% 19.4% 23.5% 31.3% 6.4%

法人企業 926 4.0% 22.9% 24.0% 25.4% 20.7% 3.0%

非営利組織 3 - - - 66.7% 33.3% -

1人以下 367 6.3% 14.7% 27.0% 22.9% 23.2% 6.0%

2人 214 4.7% 19.6% 18.7% 24.3% 28.5% 4.2%

3～4人 228 3.5% 18.4% 23.7% 23.7% 27.6% 3.1%

5～9人 240 4.6% 23.8% 24.6% 26.3% 18.8% 2.1%

10～19人 165 3.6% 26.7% 23.0% 26.1% 17.6% 3.0%

20～49人 122 2.5% 22.1% 22.1% 31.1% 18.0% 4.1%

50人以上 55 - 25.5% 29.1% 27.3% 14.5% 3.6%

正
社
員
数

経営者の年齢（％）

全体

組織
形態

経営者の年齢（％） 事業所数 39歳以下 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上

全体 1,785 4.7% 18.7% 21.8% 24.4% 25.7% 4.6%

農業、林業、漁業 28 7.1% 17.9% 10.7% 25.0% 28.6% 10.7%

建設業 339 3.5% 23.3% 20.6% 27.7% 22.7% 2.1%

製造業 211 1.4% 12.8% 28.4% 23.7% 28.0% 5.7%

電気・ガス・熱供給・水道業 29 6.9% 31.0% 13.8% 20.7% 27.6% -

情報通信業 23 13.0% 39.1% 21.7% 17.4% 4.3% 4.3%

運輸業、郵便業 28 - 7.1% 25.0% 39.3% 25.0% 3.6%

卸売業 86 2.3% 14.0% 25.6% 27.9% 23.3% 7.0%

小売業 343 4.4% 16.6% 16.6% 23.0% 32.4% 7.0%

金融業、保険業 13 15.4% 7.7% 15.4% 38.5% 23.1% -

不動産業 46 6.5% 15.2% 26.1% 23.9% 15.2% 13.0%

学術研究、専門・技術サービス業 113 6.2% 21.2% 23.9% 21.2% 24.8% 2.7%

宿泊業、飲食サービス業 205 6.3% 16.1% 23.9% 22.4% 28.8% 2.4%

生活関連サービス業、娯楽業 161 8.7% 19.9% 23.6% 20.5% 23.6% 3.7%

教育、学習支援業 29 - 31.0% 20.7% 34.5% 10.3% 3.4%

医療、福祉 64 7.8% 25.0% 23.4% 20.3% 18.8% 4.7%

その他サービス業 54 1.9% 16.7% 22.2% 27.8% 25.9% 5.6%
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④ 事業承継の予定 

⚫ 「現在の事業を継続する予定はない」が 24.9%で最も多く、以下、「後継者は決まっておらず、候

補もいないが、事業を継続（承継）したい」（20.4%）、「後継者が決まっており、その後継者に

承継する予定」（19.4%）、「後継者は決まっていないが、候補はいる」（18.4%）となっている。 

⚫ 前回調査と比較すると、後継者が決まっている事業所の割合が 25.0%から 19.4%に低下する一方

で、「現在の事業を継続する予定はない」が 19.3%から 24.9%に上昇している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 事業承継の予定と、組織形態（2区分）、正社員規模とのクロス集計 

⚫ 法人企業や正社員規模が大きい事業所では「後継者が決まっているか、候補はいる事業所」の割合

が、個人企業や正社員規模が小さい事業所では「現在の事業を継続する予定はない事業所」の割合

が、それぞれ高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

25.0%

19.4%

21.8%

18.4%

17.9%

20.4%

2.6%

2.9%

19.3%

24.9%

10.8%

11.7%

2.7%

2.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H30年度

（n=1,174）

R4年度

（n=1,749）

後継者が決まっており、その後継者に承継する予定

後継者は決まっていないが、候補はいる

後継者は決まっておらず、候補もいないが、事業を継続（承継）したい

後継者がいないため、事業の売却を考えている

現在の事業を継続する予定はない

経営者がまだ若いため、後継者を決める必要がない

その他

事業所数

後継者が
決まっており、
その後継者に
承継する予定

後継者は
決まって
いないが、
候補はいる

後継者は
決まっておらず、

候補もいないが、事業を
継続（承継）したい

後継者が
いないため、
事業の売却を
考えている

現在の事業を
継続する
予定はない

経営者が
まだ若いため、
後継者を決める
必要はない

その他

1,749 19.4% 18.4% 20.4% 2.9% 24.9% 11.7% 2.3%

個人企業 803 15.2% 10.1% 18.7% 3.7% 41.3% 8.8% 2.1%

法人企業 906 23.4% 25.5% 22.0% 2.2% 10.3% 14.1% 2.5%

1人以下 364 11.3% 9.9% 21.7% 3.0% 41.2% 11.0% 1.9%

2人 208 17.8% 14.9% 19.2% 3.4% 30.8% 12.5% 1.4%

3～4人 291 30.9% 18.9% 23.4% 2.4% 10.3% 10.0% 4.1%

5～9人 195 23.6% 27.2% 22.1% 3.6% 5.1% 17.4% 1.0%

10～19人 142 28.2% 38.7% 13.4% 2.1% 1.4% 16.2% -

20～49人 116 28.4% 29.3% 22.4% - 1.7% 12.9% 5.2%

50人以上 50 24.0% 42.0% 8.0% - - 22.0% 4.0%

正
社
員
数

事業承継の予定（％）

全体

組織
形態
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⑥ 事業承継の予定と、事業の種類とのクロス集計 

⚫ 情報通信業、運輸業、郵便業、金融業、保険業では、「後継者は決まっていないが、候補はいる」

の割合が高くなっている。 

⚫ 農業、林業、漁業では、「後継者は決まっておらず、候補もいないが、事業を継続（承継）した

い」の割合が高くなっている。 

⚫ 小売業、学術研究、専門・技術サービス業では、「現在の事業を継続する予定はない」の割合が高

くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 事業承継を行うにあたっての課題 

⚫ 「後継者の育成」が 63.0%で最も多く、以下、「取引先との関係維持」（35.7%）、「企業の財務状

況の改善」（20.1%）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

63.0%

35.7%

20.1%

18.3%

13.5%

11.7%

9.6%

2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

後継者の育成

取引先との関係維持

企業の財務状況の改善

金融機関との関係維持

事業承継計画の策定

相続問題の調整

株主や役員・従業員等の

理解を得ること

その他

（n=1,320）

※複数回答

事業承継の予定（％） 事業所数

後継者が
決まっており、
その後継者に
承継する予定

後継者は
決まって
いないが、
候補はいる

後継者は
決まっておらず、

候補もいないが、事業を
継続（承継）したい

後継者が
いないため、
事業の売却を
考えている

現在の事業を
継続する
予定はない

経営者が
まだ若いため、
後継者を決める
必要はない

その他

全体 1,749 19.4% 18.4% 20.4% 2.9% 24.9% 11.7% 2.3%

農業、林業、漁業 27 22.2% 18.5% 37.0% - 11.1% 11.1% -

建設業 333 27.6% 18.6% 16.8% 2.1% 22.8% 11.1% 0.9%

製造業 206 25.7% 23.8% 23.3% 2.4% 13.6% 8.3% 2.9%

電気・ガス・熱供給・水道業 27 18.5% 11.1% 22.2% 3.7% 22.2% 22.2% -

情報通信業 22 - 31.8% 18.2% - 18.2% 27.3% 4.5%

運輸業、郵便業 27 22.2% 33.3% 25.9% - 11.1% - 7.4%

卸売業 84 10.7% 26.2% 27.4% - 22.6% 11.9% 1.2%

小売業 340 18.5% 14.1% 15.9% 4.1% 34.1% 11.2% 2.1%

金融業、保険業 13 15.4% 38.5% 23.1% - 7.7% 15.4% -

不動産業 46 28.3% 26.1% 17.4% - 13.0% 13.0% 2.2%

学術研究、専門・技術サービス業 110 13.6% 11.8% 18.2% 2.7% 34.5% 13.6% 5.5%

宿泊業、飲食サービス業 201 13.4% 14.9% 22.4% 3.5% 29.4% 13.9% 2.5%

生活関連サービス業、娯楽業 154 15.6% 18.2% 18.2% 5.2% 29.9% 11.0% 1.9%

教育、学習支援業 29 6.9% 13.8% 44.8% - 27.6% 3.4% 3.4%

医療、福祉 63 12.7% 20.6% 19.0% 4.8% 19.0% 17.5% 6.3%

その他サービス業 54 18.5% 16.7% 29.6% 5.6% 16.7% 13.0% -

「小売業」は約４割が 70 歳以上と高齢化が進んでいる中で、34.1%が「現在の事業を継

続する予定はない」と回答している。経済規模の縮小が懸念される。 

「農業、林業、漁業」についても半数以上が60歳以上となる中、「後継者は決まっておらず、

候補もいないが、事業を継続(承継)したい」と回答した事業所が37.0％にのぼる。 

後継者の迅速な獲得、育成が喫緊の課題である。 
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⑧ 事業承継を行うにあたっての課題と、事業の種類とのクロス集計 

⚫ 「後継者の育成」に次いで割合が高い項目は、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸

業、郵便業、卸売業、学術研究、専門・技術サービス業、その他サービス業で、「取引先との関係

維持」となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

事業承継の予定（％）

n

（
複
数
回
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）

後
継
者
の
育
成

株
主
や
役
員
・
従
業
員

等
の
理
解
を
得
る
こ
と

取
引
先
と
の
関
係
維
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金
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機
関
と
の
関
係
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持

事
業
承
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計
画
を
策
定

企
業
の
財
務
状
況
の

改
善

相
続
問
題
の
調
整

そ
の
他

全体 1,320 63.0% 9.6% 35.7% 18.3% 13.5% 20.1% 11.7% 2.0%

農業、林業、漁業 24 70.8% 4.2% 12.5% 20.8% 16.7% 12.5% 12.5% 4.2%

建設業 270 65.6% 11.9% 39.3% 21.1% 11.5% 20.0% 10.7% 0.4%

製造業 174 69.0% 13.2% 39.7% 18.4% 16.1% 23.6% 6.9% 1.7%

電気・ガス・熱供給・水道業 25 64.0% 8.0% 56.0% 20.0% 12.0% 4.0% - 8.0%

情報通信業 18 50.0% 38.9% 44.4% 16.7% 16.7% 16.7% 11.1% 5.6%

運輸業、郵便業 26 69.2% 15.4% 42.3% 23.1% 26.9% 23.1% 3.8% -

卸売業 68 63.2% 14.7% 45.6% 13.2% 11.8% 26.5% 13.2% 1.5%

小売業 229 54.6% 3.1% 39.7% 14.4% 10.0% 24.0% 14.4% 3.9%

金融業、保険業 11 54.5% 27.3% 18.2% - - 9.1% 9.1% -

不動産業 37 64.9% 10.8% 24.3% 18.9% 8.1% 10.8% 32.4% -

学術研究、専門・技術サービス業 81 55.6% 7.4% 40.7% 13.6% 12.3% 13.6% 13.6% 2.5%

宿泊業、飲食サービス業 126 65.9% 7.9% 20.6% 27.0% 20.6% 22.2% 14.3% 3.2%

生活関連サービス業、娯楽業 105 66.7% 6.7% 25.7% 18.1% 13.3% 18.1% 9.5% 1.0%

教育、学習支援業 21 90.5% 4.8% 14.3% 4.8% 14.3% 14.3% 4.8% -

医療、福祉 47 57.4% 14.9% 14.9% 14.9% 21.3% 17.0% 12.8% 2.1%

その他サービス業 47 59.6% 6.4% 55.3% 19.1% 10.6% 19.1% 10.6% -

「後継者の育成」が大きな課題であるが、次いで「取引先との関係維持」を挙げている事業

所が多い。事業所間の連携の強さが出雲市の中小企業・小規模企業全体の一つの強みで

あることの現れであるが、高齢化や人口減少が進む中でいかに地域の繋がりを次の世代に

渡していくか、地域全体で考えていく必要がある。 
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(8) 中小企業支援施策について 

① 今後希望する施策 

⚫ 「雇用に対する支援」及び「運転資金に対する支援」が 37.5%で最も多く、以下、「事業所建設、

設備導入に対する支援」（31.8%）、「新事業創出に対する支援」（25.5%）となっている。 

⚫ 前回調査と比較すると、「雇用に対する支援」の割合が最も高いのは変わらないが、「公共事業の

維持・拡大」と「従業員の福利厚生」が上位 5項目から外れ、「新事業創出に対する支援」と「地

域内での消費促進」が新たに入っている。 

* この設問では希望する施策を 3つまで選択するようになっている。「その他希望する施策」が紙の回答では
選択肢とは別の自由意見である一方、Web回答では選択肢の 1つとなっているため、「その他希望する施
策」を回答すると、希望する施策が 2つまでしか選択できない。該当する回答は 8件のため、そのまま集計
した。なお、紙の回答で 3つ以上選択している場合もそのまま集計した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜前回調査と今回調査の上位 5項目の比較＞ 

割合が高い順 前回 今回 

1 雇用に対する支援（43.7%） 雇用に対する支援（37.5%） 

2 事業所建設・設備導入に対する支援

（26.5%） 

運転資金に対する支援（37.5%） 

3 運転資金に対する支援（26.5%） 事業所建設、設備導入に対する支援

（31.8%） 

4 公共事業の維持・拡大（23.5%） 新事業創出に対する支援（25.5%） 

5 従業員の福利厚生（21.9%） 地域内での消費促進（19.9%） 

  

43.7%

26.5%

26.5%

16.1%

21.5%

10.9%

23.5%

18.6%

21.9%

10.9%

11.1%

15.8%

0

1.4%

37.5%

37.5%

31.8%

25.5%

19.9%

17.7%

16.0%

14.8%

11.9%

11.3%

9.4%

9.4%

9.2%

7.7%

4.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

雇用に対する支援

運転資金に対する支援

事業所建設、設備導入に対する支援

新事業創出に対する支援

地域内での消費促進

事業承継

公共事業の維持・拡大

販路開拓に対する支援

観光振興

従業員の福利厚生

経営ノウハウに対する支援

地域資源を生かした産業づくり

技術に対する支援

生産性向上に対する支援

その他

H30年度

（n=932）

R4年度

（n=1,252）

※複数回答
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② 今後希望する施策と、事業の種類とのクロス集計 

⚫ 全体としては、「雇用に対する支援」、「運転資金に対する支援」、「事業所建設、設備導入に対

する支援」の３項目の割合が高い傾向にある。３項目のほか、電気・ガス・熱供給・水道業や建設

業では「公共事業の維持・拡大」、農業・林業・漁業では「販路開拓に対する支援」、情報通信業

や不動産業等では「新事業創出に対する支援」、小売業では「地域内での消費促進」、宿泊業・飲

食サービス業では「観光振興」の割合がそれぞれ高くなっており、業種ごとのニーズの違いが表れ

ている。 
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全体 1,252 25.5% 37.5% 31.8% 37.5% 9.2% 9.4% 14.8% 16.0% 7.7% 19.9% 11.9% 9.4% 11.3% 17.7% 4.9%

農業、林業、漁業 21 28.6% 19.0% 33.3% 23.8% 14.3% 4.8% 38.1% 14.3% 19.0% 14.3% 9.5% 4.8% - 23.8% -

建設業 249 21.3% 49.4% 27.3% 40.2% 17.7% 5.6% 8.4% 39.4% 5.6% 14.9% 3.2% 6.4% 16.9% 15.3% 3.6%

製造業 160 20.6% 39.4% 46.3% 28.8% 12.5% 6.3% 24.4% 10.0% 18.8% 11.9% 9.4% 8.1% 7.5% 20.0% 3.8%

電気・ガス・熱供給・水道業 20 15.0% 55.0% 35.0% 35.0% 15.0% 5.0% 10.0% 40.0% 5.0% 20.0% 5.0% 5.0% 5.0% 30.0% -

情報通信業 22 36.4% 40.9% 27.3% 22.7% 13.6% - 31.8% 9.1% 9.1% 9.1% 9.1% 9.1% 22.7% - 4.5%

運輸業、郵便業 17 17.6% 52.9% 23.5% 29.4% - 5.9% 5.9% 29.4% 5.9% 17.6% 17.6% 5.9% 17.6% 23.5% -

卸売業 61 18.0% 42.6% 31.1% 37.7% 8.2% 11.5% 24.6% 9.8% 9.8% 18.0% 9.8% 14.8% 3.3% 23.0% 3.3%

小売業 227 24.2% 26.0% 25.6% 44.1% 1.8% 13.2% 17.2% 4.0% 5.3% 36.1% 11.9% 11.5% 7.9% 16.3% 7.9%

金融業、保険業 8 37.5% - 12.5% - - - 25.0% 12.5% 12.5% 12.5% 12.5% 25.0% 25.0% 25.0% 12.5%

不動産業 31 38.7% 22.6% 29.0% 22.6% 6.5% 9.7% 3.2% 32.3% 6.5% 16.1% 25.8% 12.9% 12.9% 22.6% 3.2%

学術研究、専門・技術サービス業 85 34.1% 32.9% 18.8% 28.2% 10.6% 8.2% 11.8% 23.5% 4.7% 18.8% 9.4% 12.9% 17.6% 21.2% 3.5%

宿泊業、飲食サービス業 134 32.1% 33.6% 32.8% 47.0% 4.5% 12.7% 14.2% 3.7% 6.0% 23.9% 37.3% 15.7% 7.5% 17.2% 8.2%

生活関連サービス業、娯楽業 99 29.3% 33.3% 36.4% 42.4% 9.1% 11.1% 10.1% 7.1% 2.0% 19.2% 6.1% 7.1% 10.1% 20.2% 4.0%

教育、学習支援業 23 30.4% 30.4% 39.1% 30.4% 8.7% 17.4% 4.3% - 8.7% 13.0% 17.4% 4.3% 17.4% - 17.4%

医療、福祉 46 37.0% 54.3% 50.0% 37.0% 2.2% 10.9% 13.0% 2.2% 4.3% 10.9% 6.5% 4.3% 17.4% 6.5% 2.2%

その他サービス業 39 12.8% 43.6% 33.3% 33.3% 7.7% 10.3% 10.3% 20.5% 10.3% 15.4% 12.8% - 12.8% 23.1% -

今後希望する施策について、現状の課題として挙げられる喫緊の課題と連動していると考え

られる。特に、「雇用に対する支援」や「運転資金に対する支援」などが上位に入るということ

は、経営環境に対する危機感が根底にあり、安心感を求める意識が強いと推察される。 


